
孤牲 讃賑

、
㌔

ノ1三 ,

x
、 _一

与

,

tS二r－

NO.75

1991/APR

●コンピュータ犯罪 と法的対応,そ してエー トスの確立

●情報化国際講演 ・討論会

.●OSlオ ブジ ェク ト登録について 、
●シスデムm1£ 業ロ に関す る規則について





1 1

く 目 次 》

No.757997/APR.
1 ■

春夏秋冬

コンピュータ犯罪 と法的対応,そ して エ ー トスの確 立

宮澤浩一 ②

寄稿 ・解説

情報化国際講演 ・討論会
一 インテリジェントハイパーメデ ィアの動向一 ④

「システ ム監査企業台帳 に関す る規則」について

一 通商産業省一 佐藤直一 ⑨

JIPDECREPORT

OSIオ ブ ジ ェ ク ト登録 につ い て ⑯

海 外 ニ ュース

海外情報産業 の動向

－JIPDECBULLETINま とめ 一 ⑳

会 員 サ ロ ン

増大 す る シス テムエ ンジニアの使命

結城淳一 ⑳

データ ・バ ンク

平成2年 度情 報 処 理技 術者 試 験 結 果(秋 期)⑳ .

マ イク ロ コ ン ピュー タ応 用 システム

開発技術者試験結果

JIPDECだ よ りt⑳

団体短信 ⑱



コ ンピュー タ犯罪 と法 的対応

そ して エー トスの確立

慶応義塾大学 法学部教授

宮 澤 浩 一・

1970年 代の後半か ら80年代 に入 り,情 報化の急

速な進展につれて社会生活の隅々まで普及 してき

たOA機 器によって,大 きな社会の変化が引 き起

こされた。改変を余技な くされた市民生活に対 し,

ヨーロッパの多くの国々では,法 的な対策 を迫 ら

れるようになった。情報機器の普及により引 き起

こされた生活の歪み,殊 に便利 さと裏腹の新 しい

技術 を逆手に取った,新 手の不法行為や犯罪 に対

す る法的な対応を迫 られ,行 政取締法規,損 害に

対する救済,刑 罰 を伴 う刑事法規の新設がはか ら

れた。欧州等では,必 ず しもコンピュータが社会

生活上あまね く普及 しているとは思われない国で

も,将 来の多様な リスクを見越 して刑罰による抑

制 をはかった例 も少なくない。

この中にあって,ア メリカ合衆国に次いでコン

ピュータの普及が目覚ましいわが国では,コ ンピ

ュータ社会化すれば当然に予想できる新型の犯罪

に対抗する刑法上の規定 を設ける努力はごく一部

しか実現 していない。1987年(昭 和62年)5月,第

108回 国会において成立 した刑法等の一部を改正す

る法律 は,コ ンピュータ犯罪に対応す るための規

定 を含むとされているが,そ れはそれまで,刑 法

上 「文書」,「図画」に限 られていた偽造罪や器物

損壊罪の客体として,「電磁的記録物」を加え,公

正証書原本への不実記載,公 文書の偽造,公 私の

電磁的記録の作出行為などを処罰す る道 を開 き,

電子計算機等 を破壊 し,記 録に手を加 えるなどの

方法を用いて,業 務を妨害す る行為,さ らに,電

子計算機 を用いる詐欺行為などを処罰す ることを

可能にした。 しかし,こ の改正による対抗措置は,

かな りの広が りをもつコンビ。ユータ犯罪の ごく一

部を捕捉 しうるにす ぎないのである。

コンピュータが金融 ・商取引は勿論,生 産工程

や交通の統御,流 通の指示等,社 会生活のすべて

に関わっている今日の状況 を考えると,一 瞬にし

て社会生活 をス トップさせ,社 会に大混乱を惹起

することの可能な犯行に備えるものとしては,余

りにも刑事法的手当が不充分であることに懐然 と

せ ざるをえないのである。何故わが国の立法者 は,

予想しうる社会生活への重大な脅威に対 して,適

切に対応することを怠っているのかと言えば,1974

年に法制審議会で決定 された後,お 蔵入 りし,そ

の後,1976年 に若=Fの 手直 しをして世論の反応 を

うかがい,そ れ以後 ほとん ど虫干 しもしないで収

納 したままに放置してある 「刑法改正草案」の姿

に現れている。このように,刑 法改正に極めて消

極的なのである。何故そうなのか というと,法 律

家の一部に相変わらず根強 く 「刑法改正反対」を

標榜する者があって,そ の反撃を気にしす ぎてい

るか らであると言 える。現行刑法の基本的部分は,

1907年 当時の立法者が予想 した社会相 とそこに生

起しうる犯罪に対抗すべ く定めた規定か らなって

いる。その後80年 以上たち,や がて21世 紀を迎え
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ようとい う今日の社会において,当 時の刑法の立

法者が全 く想像 しえなか った多 くの事態が現に起

きようとしているのに,何 の対抗措置 もとろうと

しないのは怠慢以外の何物で もない。立法者が必

要な手当てをしない ものだか ら不都合な事態が起

き,そ れを放置 し得ないとなると,法 律の文言の

解釈 とい う方法 を用いて,お よそ言葉の意味をは

るかに超えて拡 げ,処 罰 を可能にす るとい う運用

がなされている。刑法改正に反対す る人々は,刑

法の拡大解釈に歯 どめをかけることがで きない事

態 を招いている。法治国の破壊に手 を貸 している

にほかならない。

コンピュータを用いて,企 業は多大の利益 をあ

げているのだか ら,そ れを悪用 した り侵害 した り

する犯罪に対 しては自分で防衛 し,そ れにかかる

費用は,収 益のなかか ら支出すればよい という反

対論が今で も根強 く底流をなしている。 しかし,

外部からコンピュータに侵入 して くるあらゆる侵

害を想定 し二重三重の防衛をすれば,そ のために

莫大な費用がかか り,そ れだけでなくコンビ。ユー

タの機能が阻害 され社会生活 にブレーキがかかる。

それら全ては,市 民に対するサービスの低下,費

用負担の増加,そ して社会生活の停滞 となって現

われる。少数の不心得者のために,国 民の大多数

が不利を受けることに耐 えなければな らないとい

うことほど,理 屈に合わない話はない。

社会生活のほとん どが各種各様の コンピュー

タ ・システムに組み込まれている。 このシステム

に外部から侵入し,そ れを破壊 した り不正な指令

や混乱を招 くデータを加 えたりした場合,生 産 は

ス トッフ。し,空 中 といわず,陸 上 といわず,交 通

障害,衝 突が起 き,銀 行や郵便業務が停止す る可

能性がある。全国的な取付け騒 ぎが突発 したの と

同 じ大混乱が生 じる。コンビ。ユータに蓄積 された

データが消えれば,公 私の文書 ・記録がかな り無

くな り社会はパニック状態 に陥 るか もしれない。

戦争によらないで,一 国を崩壊 させることも不可

能ではない。

このように考えてくると,ま だ何 ら手をつけて

いない 「システム侵害罪」,「ハ ッカーに対する罪」,

「ウィルスをあらかじめ設定する罪」など今日の

社会機構の根幹を揺 るがす可能性のある 「新しい

犯罪類型」を洗い出し適切な対応 を構想する必要

性は大 きく,真 剣に対応す る必要がある。

ワープロを手始めとして,パ ソコン,大 型のOA

機器が業務用は勿論,一 般家庭 にも普及している。

これらを器用に使いこなす若者の数 もまた飛躍的

に増大 している。これ ら無機物を相手 とし,知 識

や技能に長 じることのみに関心を持つ頭でっかち

の人間達が,他 人の構築 したシステムに侵入し,

侵入を防 ごうとする防御装置をかい くぐることに

その知識を傾けるようになれば,至 るところで不

都合が生 じる。他人 と知恵比べ をするような気持

ちで,手 当 り次第 にガー ドを固 めた コンピュー

タ ・デ ィスクや ファイルに侵入するというよ うな

ことに生 き甲斐を感 じる若者達が充満すれば,コ

ンヒ。ユ一夕犯罪者の群を野に放つの と同じである。

一匹狼のような潜在的犯罪者が,孤 独な自室でキ

ーをたたき,知 力 と技術を駆使し,悪 知恵をしぼ

り合 って,攻 める者と守 る者 とが卍巴の争いを繰

り返 し,社 会の多 くの機能が麻痺 し,共 倒れにな

るとい う事態 とな りうるのである。

法規による規制には限度がある。情報化社会の

戦士を育成する専門的教育 ・研修機関は情報化社

会を健全化するために,「 コンピュータ倫理」,「情

報化 とエー トス」 といった精神面に配慮 したコー

スの開発 を早急に手がける必要があるのではない

だろうか。一



情 報 化 国 際 講 演 ・ 討 論 会

イ ンテ リジェン トハ イパーメデ ィアの動向

知的ハイパーメデ ィアは多様な情報を人間的な

連想に基づいて関連 させ,相 互に結 びつけて連想

網を構成 し,情 報の連想的検索や管理を支援 しよ

うとするものであり,1990年 代のパーソナルな環

境でのコンピュータ利用の中心 となることは確実

です。

当協会では,こ のような背景の もと,フ ランス

の公益団体であるCID(国 際高等情報資料セ ンタ

ー)と の共催で ,去 る平成2年10月25日,26日 の2

日間 に渡 り,情 報化国際講演 ・討論会 「インテ リ

ジェン トハイパ ーメデ ィアの動 向」 を開催致 しま

した。

本 誌 では,講 演 プログラ ムの中か ら初 日に行わ

れたAutodesk,IncのTeodorNelson氏 の 基 調講

演 の内容 を要約 して以下 に掲 載致 します 。

一



一一
基調講演

TheodorNelson

私 は コン ピュー タが バ ックグラウン ドではな い。

作家 であ りそ して またフ ィル ムメーカ,プ ロデ ュ

ーサ であ った。

コ ンピ ュー タが出 た時 に コンヒ。ユー タは数学 的

設備 では な くて,新 しい,も の を書 く手段 であ り,

ま た新 し く映画 をつ くる手 段 だ と私 は感 じた。 ほ

かのい ろいろな用途 が発 見 され るに従 って,私 自

身 の考 え方 もまた間違 っては いなか ったか ことが

わか った。 つ ま り,用 途 に よって それの1つ の媒

体 と して使 われ る。 そ して 自分 の考 え方 を アクシ

ョン とつ なげて い く1つ の魔法 のお と ぎ箱 のよ う

に利用 で きる。 その中に 自分 の思 考 を入れ込 む こ

とによって,最 終 的に向 う側 に出て くる世 界が そ

れ ぞれに よって違 う。 メデ ィアは,こ れが テキス

トであれ,あ るいは ビデオ,レ コーダーあ るいは

フ ィル ムに して も,ア イデア を他 の人 々の頭脳 と

心 に提供す る もので ある。 メデ ィアはすべて1つ

で同一 の もので ある。

1つ の ア イデ アを発表 す るの は,例 えば文章 だ

けです る こと もで きるし,ま たあ るい は写真 だけ

で もで きるが,そ れ ぞれの制約 があ る。 しか し,

文 章 と写真 とグラフを一 緒 にす る と,こ こに イン

ターア クシ ョンが生 まれ る。 この インターア クシ

ョンをまた シネマの中 に導入 してい けば,頭 の中

にあるボキ ャブ ラ リーが新 しい分 野 に新 しい方法

で一 つ のキ ャンバスの上 に絵 を描 くごと く,新 し

く描か れてい くの ではな いか。

1960年 の秋 に,コ ンビ。ユー タの クラスで,コ ン

ピュー タを映画 の機械 と して,ま た ものを書 く機

械 と見始 め た。 そ して私 の学期 末の プ ロジェク ト

のため に,シ ステム として私が思 うよ うに書 ける

よ うな もの をや りたい と思 った。 コンソールでテ

キ ス トのハ ン ドリングをそれ まで使 われて いた方

法 とは違 うや り方 でや りたい と思 ったわ けであ る。

しか し,こ の私 の プロジ ェク ト自体 は非常 に遅 い

進歩 を遂 げて お り,未 だに不 十分で ある。

マ イクロ レベルで は,こ のツ ールは個 人 あるい

は会 社の人 間が使 う。 またマ クロレベルで は,こ

れは1960年 に私 の ビジ ョンが あったが,世 界編集

システム,発 行 システ ムが で きるので はないだろ

うか。例 えば,本 には最初 のペー ジと次 のペー ジ

と,今 読 んで いるペ ージが あ る。 コン ピュー タの

ス ク リー ンで は次 のペ ージ も現 在の ペー ジ もな い。

そこには,前 のペ ージか ら次 に続 くペー ジとい う

シー クエ ンスを使 わ なけれ ばな らない。 ところで,

な ぜ前の ペー ジと次の ペー ジ とい うふ うに限 られ

なけれ ばな らない のだろ うか。 ユーザの チ ョイス

でい ろいろな ところに飛ん でいけ るので はないか。

これ がハ イパ ーテキス ト,ハ イパー メデ ィア と呼

ばれ る もので ある。

つ ま り,ユ ーザ によ って いろいろな ところに飛

んで いけ ることが可能 では ないか。 ハ イパ ーテキ

ス トでは,あ るい はハ イパ ーメデ ィアで は,必 ず

し もどこにい くか とか,あ ち らにい く,こ ちらに

い くとい うこ とは決 まって いない。そ こに また境

界線 がな い。小 さい デ ィス クの中 に全 ての必 要 な

インフ ォメー シ ョンが 入 ってい る。私 は ネ ッ トワ

ー クを もっ と高速化す る ことによ り,世 界中 に対

して フ ィー ダーシステム を高速化す ることが必要

だ と思 う。 これ には発 行 され た もの全 ての リポ ジ
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トリーがで きな けれ ばな らない。 そ して,そ こに

登録費 を払 うことによ って,世 界 中 どこで もその

リポジ トリーが リ トリーバ ルで きるとい う方法 で

あ る。

こ 、 、 、 、
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ス ク リー ンの ところで座 って,一 人一人 が即 ド

キ ュメン トの どん な部分 で も引 き出せ る。例 えば

写真 で も本物 で もダイヤ グラムで もアニ メーシ ョ

ンで も,も し くはイ ンタラクテ ィブな アニメー シ

ョンで も,も しくは視覚 化で きるよ うなプ ログラ

ムで も,科 学 的な もので もどんな もの で も,な お

かつ その間に全部 接合が取 れ るよ うな もの を考 え

て いるのであ る。 これ はユーザ側 の方 として も全

て必要 な もの は提供 され るとい うことで ある。わ

た しはなぜ全文 でな くて断片 と言 ったのか 。つ ま

り,ハ イパ ーメデ ィアの世界 では全部要 らないの

で ある。1つ だ けしか見 たい もの がなか った時 に,

な ぜ百科事 典全部 を買 わな くて はな らないの だろ

うか。

さて,新 しいモデルの ス トー レッジにつ いて話

を した い。全 ての もの を入 れ るには,2つ の基 本

的 な ことが ある と思 われ る。1つ が リン クであ り,

も う1つ が トラ ンス クル ージ ョンで ある。 リンク

について はいろい ろなア プローチがあ る。 トラン

ス クル ージ ョンは,あ ん ま り考 えた ことがない言

葉 か もしれない が,い つ もこれが私 の考 えの根底

に ある。 リンクにつ いて は,や は り物 を接続 す る

ハ イパー テキス ト,ハ イパ ーメデ ィア,も し くは

ドキ ュメン ト,オ ブジ ェク ト等 々 をコ ンピュータ

で接続 す る とい うことでわか って もらえると思 う。

次 々 に関係箇 所へ飛 ぶわけで ある。

トラ ンス クル ージ ョンは簡単 に言 えば,例 えば

1つ の対象 物 に対す る ドキ ュメ ン トを言 う。今 こ

こで ドキ ュメン トと言 って いるのは非常 に一般 的

な意味 で使 ってい る。例 えば,ド キ ュメ ン トを定

義す ると,デ ー タの1つ のパ ッケージで ある。誰

かが作 ったデ ータのパ ッケ ージであ る。 これ は個

人 か もしれない し,も し くは委 員会 が作 った もの,

企 業 が作 った デー タか もしれ ない。 しか し,誰 が

作 ったかはわか る。

リ トリチ ャーは,相 互 に接続 され たデー タベ ー

スの集 合体 であ る。 テーマ として,い ろいろな接

続 され た科学 的な ドキ ュメン トがある。例 えば今

まで残 ってい る ドキ ュメン ト,今 まで書 かれ た も

の全部,そ れ がお互 い に引用 し合 い,そ して参照

し合 って いる とい う意 味で ある。そ して,そ うい

う意 味で リ トリチ ャーは今 までのいろい ろな見解

のあ る ドキ ュメン トをま とめた もので ある。 トラ

ンス クルー ジョンとは,1つ の ドキ ュメン トが コ

ピーを しないで別の ドキ ュメン トを入れ られ る と

い うことで ある。

我 々が作 ったXanaduプ ロ ジェク トの シス テムに

おいて は,ト ラ ンス クル ージ ョンがまず基礎 的な

シス テム としてあ る。1つ の ドキ ュメン トの中 に

文字 どお り,ど の他 の ドキ ュメン トか らで もコ ピ

ーをしないでで きる。で は,な ぜ これ が役 に立つ

のか。例 えば,共 同の プール され たよ うな ところ

か ら ドキ ュメン トに1つ 取 り出す。例 えば どん な一



一
ドキ ュメン トの著 者で も,将 来 どん なその他の ド

キ ュメン トか ら も挿 入す るこ とが,こ の新 しい ド

キ ュメン トな らで きる。許可 も得ず にで きる。 と

い うの は,こ れ はコ ピー して いないか らであ る。

誰 が コ ピーす るの であろ うか。 ユ ーザ が コピーす

るの であ る。 これ はその マテ リアルを とると きに

す るのであ る。 そ して,も ともと出版社 の印税 が

そこに問題 にな らな いよ うな形 にな ってい る。す

なわ ち,こ の トランス クル ージ ョン され た箇所 に

ついて は,著 作権 問題 を全 く簡単 にで きるよ うな

ア レンジメ ン トが で きてい る。

従 って,こ の マテ リアルを どんな新 しいや り方

で も使 える。 それをそれ ぞれ ニ ーズに合 わせ てで

きる。例 えば,本 を買 って,新 しい,こ れは役 に

立つ な と思 うところ を切 り取 る。今 はそれ はで き

ない。 本か ら実 際 に切 った りしない。で も,こ の

コ ンピ ュー タか らの デー タで あれ ば,フ ァイル を

変 えなけれ ば一 変 えて しま うと,前 か らの歴 史

とい うか経 緯 との連絡 がな くな って しま う。従 っ

て,こ れ もだめであ る。 しか し,ト ラ ンス クルー

ジ ョンで あれば,自 分 な りの文章 を作 ってい る時

に,そ の引用箇 所の ものか らの文脈上 の引用 もで

きるし,必 要 で あれ ばオ リジナルの文章 を引用 す

ること もで きる。 こ うい った新 しいデ ータ構造 が

で きる。

それ では,ど ん なハ ー ド上 で此 れ を実行す るの

か と聞 きた くなるか もしれ ない。 これ はハー ドに

全 く独 立 した形 に しな けれ ばな らない と思 う。 ハ

ー ドは常 に変化す る。今 日の最 高速 チ ップは,明

日にな った ら もう遅 いチ ップになって しま う。 今

日は強力 な ワークステー シ ョン も,明 日にな った

らもうお もちゃ同然 にな って しま うか もしれない。

従 って,ハ ー ドが拡大 し成長 し変わ ってい って も,

ソ フ ト,そ してデ ータス トラクチ ャー,特 にデー

タの インター コネクシ ョンは変 わ って はな らない。

多 くの プ ログラマは,こ れ は簡単 な問題 だ と考 え

て いた。我 々が必要 として い るのは シンプルな コ

ネ クシ ョンだけで あると思 った。 ところが数 ヵ月

後 にな り,何 か歴 史的 なバ ック トラ ックが必要 だ

と言 い出 した。例 えば リンクタイ プが必 要 だ と。

そ して,個 々の機能 が リンクに関 わ る もの として,

あ るいは多 くの フ ィーチ ャーが必 要だ と付加 され

て い く。我 々は もっと簡素化 した プロセス を望 む。

そ して完全なパ ッケージとしてXanaduソ フ トウ ェ

アサーバ を用 い るこ とによ りリン クと トランス ク

ルー ジ ョンを常 に トラックで きるよ うにす る。 そ

して さま ざまな タイ プの リン クを トラ ックし,し

か もリンクと トラ ンス クルー ジ ョンを,常 に変 わ

るオブ ジェ ク トに リンクを とる中 において安定的

に していか なければな らない。 ほ とん ど毎時間 と

いってい い くらい ドキ ュメン トは変更 されて い く。

そ して また,別 の ドキ ュメン トも変 わ って い く。

これ らは リンクでつ なが って い る。そ して,ト ラ

ンス クル ージ ョンでつな がってい る。Xanaduの エ

ンジンにお いて は,変 化 が常 に起 こる中 で常 に安

定的 な形 で コネ クシ ョンを維持 す るこ とがで きる

とい うこ とを約束 して いる。

ハ イパ ーテキス トやハイパ ーメデ ィアは ど こが

違 うのか,ほ かの デー タと変 わ らないで はないか

と言 われ るか もしれ ない。実 は違 わないの であ る。

1つ の エ ンジン,1つ の ソフ トウェアが あ って,

ス トー レッジか らデ リバ リーがで き,常 に リンク

を トラックす る ことがで きる。 リン クと トランス

クルー ジ ョン とい う2つ のモデ ルに これが あ らわ

れ る。基本 的な全ての ブランチあ るいは ソフ トウ

ェアにおいて必要 な ものの関係 とい う ものであ る。

しか し,こ の アイデ アはど うも人々の中 でまだ具

体化 して いないよ うで ある。 で きるや り方 で場当

た り的 にや ってい こ うとい う考 え方 しかない よ う

であ る。完全 に一 般的 な メカニズムを用いてすべ



てのデ ー タの インターコ ネクシ ョンをや って い く

ことを私 は提 唱 して いる。そ うす る と,全 て がハ

イパ ーテキス ト,ハ イパ ーメデ ィアにな る。

フ ロン トエ ン ドの ア プ リケーシ ョンとサ ーバに

つ いて話 したい。 サーバ につ いては もう既 に説 明

した。 これ は1つ の ソフ トウ ェアであ り,ネ ッ ト

ワー クの中 に位置 し,あ るいはア プ リケーシ ョン

の背景 に ある もので ある。 そ して フラグメ ン トを

デ リバ リー し,リ ンクや トランス クル ー ジ ョンに

対 して の解 答 を出 して くる。 いわばOSみ たいな

もので あ る。または これ に代 わ る もの とい うこ と

に なる。今 日のOSは,フ ァイル とかデ リバ リー

が変更す る中で変わ って くるが,こ のXanaduサ ー

バ はOSへ の 代わ りとな り,変 更 され るス トー レ

ッジの代 わ りにな り,そ して フラグメ ン トをデ リ

バ リー し,イ ンターコネ ク トを とって い く。

従 って,ア プ リケーシ ョンはこのよ うな形態 で

格納 されてい るマテ リアル に対 してユーザ が トラ

ンス クル ージ ョンで きるよ うにす る もので あ る。

同 じマ シンで実行す ることはで きるし,あ るいは

LAN上 で 別のマ シン上 で実行す るこ とも可能で あ

る。現在 はSunを 使 って いる。言 語 と しては スモ

ール トー クであ る
。 しか し,そ の形態 ではデ リバ

リー されないで あろ う。C十 十 に変換 し,オ ブジ

ェク トコー ドで デ リバ リー され るわけで あるが,

サ ーバ としてはLAN上 で アプ リケーシ ョンとは別

に実行 す るこ とがで きる。 クライア ン トサーバモ

デル を使 うこ とによ り,各 アプ リケ ーシ ョンは こ

の ス トア されたマ テ リアル をいかな る目的で も利

用す るこ とがで きる。 しか し,フ レーム ワー クは

1つ であ る。 とい うの も,ア プ リケー シ ョンの境

界 は必 ず し も今 日の状況 で ある必要 はないか らで

ある。

我 々はハ ー ドを変 えるほ ど頻繁 に アイデアを変

える ことはで きない。人類 がエ ンジニ アをフ ォロ

ー して,全 ての新 しいデ ィテール まで常 に フ ォロ

ーす る ことが で きるであ ろ うか。答 えはノーで あ

る。安定 的な概念構造 がな ければな らない。それ

はハ ー ドの寿命 よ り もは るか に長 い もの であ る。

それ は ちょ うど文学 が あ らゆ る形態 の出版,印 刷

の メデ ィアよ りも寿命 が長 いの と同 じであ る。 リ

ソ グラフ ィーか ら始 ま り,い ろい ろな メデ ィアが

出て きた。 そ してゼ ロ ックス コ ピー も出て きた。

情報 の集合体 は,1っ の観点 を持 った著 者 によ っ

て作 られ た もので あ る。 今や印刷技術 がで き,ゼ

ロックス技術 がで きた。 そ して コ ンピュータの技

術 が今や 出て きた。 ドキ ュメン ト,リ トリチ ャー

とい った ものは,い わば ドキ ュメ ン トの集合体 に

対 し接続 を とるや り方 で ある。接続 をで きる限 り

明 らか な形 にす るこ とが次の フ ロンテ ィアにな る

で あろ う。一 般化 された,普 遍化 され た リン ク,

そ して トランス クルー ジ ョン こそが明 日の文献 を

統合化す るや り方 で ある。つ ま り,異 なった こう

したいろい ろな色 のつい た窓 の向 こ うにある水 平

線 であ る。 このデー タの集合 的な ビジュアル化 を

ウ ィ リアム ・ギ ブソ ンはサ イバースペ ース.とい う

言葉 を使 って提 唱 した。 そ して,こ れ が今 や精 神

的な ドキ ュメ ン トの概念 化,リ ンクや トランス ク

ルー ジ ョンによ り永遠 に拡大 してい く偉大 な地 平

線 を,こ の窓 を通 じて と らえてい くわ けであ る。

AIは さま ざまな技術 を用いて我々の フロン トエ ン

ドの アプ リケー シ ョンの中 において仕分 けを行 う。

そ して このイ ンター コネ クシ ョンを用 いて,い わ

ばハ ープを演奏 す るハ ープ奏者 の ご とく,こ の新

しい世界の 中を我 々 は歩 いて い くわ けであ る。

一



▲
三

,
、'℃ 訪「

「システム監査企業台帳に関する規則」について

通商産業省機械情報産業局情報処理振興課

安全指導係長 佐 藤 直 一

1.規 則が出来るまでの経緯等

情報化の進展に伴い,す でに,経 済 ・社会の多

くの分野がコンピュータシステムに大 きく依存す

る状況に至ってお り,今 後 も情報化は更に広範に,

かつ深 く浸透 してい くことが期待 され る。その結

果,シ ステムが停止,悪 用あるいは有効に機能 し

なくなった場合には,企 業等の経営活動に支障を

きたす ことは勿論のこと,国 民生活全般に も影響

を及ぼす恐れがある。したがって,コ ンピュータ

システムの信頼性,安 全性,効 率性 を確保 し情報

化基盤を整備することは,今 後わが国が健全な情

報化社会を構築 していく上で必要不可欠である。

システム監査は,監 査対象か ら独立 したシステ

ム監査人 がコン ピュータシステムを総合的に点

検 ・評価 し,関 係者に助言 ・勧告する ものであり,

セキュリティ対策の実効性の担保及びシステムの

有効活用を図 る上で効果的手段 と考えられる。よ

って,通 商産業省では,シ ステム監査の普及促進

に努めてきたところである。

具体的施策 としては,昭 和60年 にシステム監査

基準を公表 し,翌61年 か ら,情 報処理技術者試験

に情報処理 システム監査技術者試験 を追加 し,技

術者の育成 と社会的啓蒙 を図ってきた。

しか しなが ら,近 年,コ ンピュータウイルスが

大 きな注目をあびたり,個 人情報の適切な保護の

重要性が指摘 される等コンピュータシステムのセ

キュリティ対策及び有効活用がますます重要にな

って きた。このような中で,シ ステム監査 を実施

していない企業か ら 「システム監査 を実施 したい

がどうした らいいかわか らない。」 とい う問い合わ

せが増え,ま た,シ ステム監査学会か らは,シ ス

テム監査 コンサルテ ィング制度の確立について通

商産業大臣に要望書が提出されていた。

こうした背景のもと,昨 年11月21日(水)よ り機

械情報産業局長の私的諮問機関である情報化対策

委員会システム監査部会(部会長,宮 川公男一橋大

学教授)を 開催し,シ ステム監査の登録制度等につ

いての検討を行い,本 年1月28日 の部会において

システム監査を実施で きる企業を利用者に知 らせ

るための台帳を作成することが合意 され,3月8

日に通商産業省告示第72号 で 「システム監査企業'

台帳に関する規則」 として公表 した。

本規則は,シ ステム監査の普及にとって,非 常
ト

に重要な施策の一つであ り,こ のため,関 係各位

のご理解を賜 り,台 帳が有効に活用 されることを

期待するものである。

2.規 則の主な特徴一



(1)他 人の求めに応 じてシステム監査を実施で き

る企業を,利 用する者に知 らせるための台帳作

成のための規則である。

(2)利 用する者が,企 業を選択 しやす くす るため,

監査経験内容,監 査の得意 とする分野等 を企業

概要として申告 させ,そ れを台帳 として整理す

ることにしている。

(3)通 商産業大臣は,台 帳の記載事項に誤 りのあ

る場合 には,台 帳の全部若 しくは一部を抹消す

ることができる。

㈲ 台帳は,年 一回作成す る。

3.今 後のスケジュール

(1)申 告の受付 平成3年6月1日 ～末 日

② 台帳作成 平成3年8月 末日予定

4.閲 覧場所(予 定)

(1)本 省,通 産局,商 工会議所

システム監査企業台帳に関する規則

○通商産業省告示第72号

システム監査企業台帳に関する規則を次のよう

に定める。

平成3年3月8日

通商産業大臣 中 尾 栄 一

システム監査企業台帳に関する規則

(目的)

第1条 この規則は,シ ステム監査企業台帳を作

成 し,こ れを利用す る者の閲覧に供することに

よ り,シ ステム監査の普及を図ることを目的と

する。

(定義)

第2条 この規則において 「システム監査」 とは,

通商産業省が定めるシステム監査基準に則 って

行 うシステム監査をいう。

2こ の規則において 「システム監査企業」 とは,

他人の求 めに応 じてシステム監査基準に基づ き

システム監査を行 う者(個 人事業主を含む。)をい

う。

(申告)

第3条 システム監査企業は,通 商産業大臣に対

しそのシステム監査の概要等 を申告することが

できる。

2第1項 の申告は,別 紙様式の申告書により行

うものとする。

(システム監査企業台帳)

第4条 通商産業大臣は,前 条の申告書の別紙 を

システム監査企業台帳(以下 「台帳」 という。)と

して取 りまとめ,こ れを利用す る者の閲覧に供

す るものとする。

(変更)

第5条 第3条 の申告 をした者は,毎 年1回,6

月1日 か ら6月30日 までの間に,通 商産業大臣

に対 し,変 更 を申告 しなければな らない。

2第3条 の申告をした者は,そ の申告内容に重

大な変更 があった場合 には,速 やかに通商産業

大臣に対 し変更の申告をしなければな らない。

3第3条 第2項 の規定は,第1項 の場合に準用

する。

(誤 りの申出等)

第6条 何人 も,台 帳に記載 されている事項に誤

りがあると認めるときは,通 商産業大臣に対 し

その旨を申し出ることができる。

2通 商産業大臣は,前 項の申出があった場合に

おいて,必 要があると認めるときは,そ の申出

に係 る事項について調査 を行 うものとする。

(台帳の抹消等)一ノ



一
等7条 通商産業大臣は,第3条 の申告をした者

が次の各号の一に該当するときは,台 帳の当該

システム監査企業に係 る部分を抹消することが

できるものとする。

一 第5条 第1項 の規定による申告を行わなか
っ

たとき。

ニ システム監査企業でなくなったとき。

2通 商産業大臣は,次 の各号の一 に該当すると

きは,台 帳に係る部分の全部若 しくは一部 を訂

正 し,又 は抹消することができるもの とす る。

一 第3条 又は第5条 第1項 若 しくは第2項 の申

告が虚偽であることが明らか となったとき。

二 第3条 の申告 をしたシステム監査企業の申告

内容等 に重大な変更があったことが明らかとな

った場合であって,第5条 第2項 の申告がない

とき。

三 前条第2項 の調査を拒んだとき。

附 則

この規則は,公 布の日から施行する。

システム監査企業台帳申告書別紙の記入要領

1.記 入上の注意

(1)こ の台帳に申告するシステム監査企業は,

他人の求めに応 じてシステム監査 を実施で きる

企業である。

② 別紙用紙の大 きさは,日 本工業規格で定め

るA列4番 とし,3枚 で作成すること(各項目は

省略で きない)。

2.記 入要領

「企業名」

略称ではな く正式な社名を記入 しすること。

「代表者氏名」

代表者の役職 と氏名を記入すること。

「所在地」

本社の住所を記入すること。

「最近3年 間の売上高」

直近の売上高を最初 に,以 下,前 年,前 々年

の順に記入すること。また()内 は,貴 企業の

会計年度 を記入す ること。

「システム監査を行う部門の連絡先」

連絡部課は1か 所 とすること。

「従業員数」

4月 末現在で記入す ること。

「主な監査内容」・「前年度の監査内容」

対象企業名は正式名称を記入 して,カ ッコ書

きで所在地の都道府県名を記入すること。ただ

し,対 象企業の了承を得 られない場合には,業

種等を記入すること。

「実施者」

多数の場合は,主な者3人 以内で記入すること。

「監査テーマ」・「監査対象 ・テーマ等」

監査報告書に基づいて簡潔に記入すること。

「従業者一覧」

システム監査従事者すべてを記入すること。

システム監査開始年欄には本人がシステム監査

を開始 した年 を記入す ること。また,合 格年欄

には合格証書の日付を記入すること。

「情報処理 システム監査技術者試験合格者数
」

本試験は通商産業省が実施する 「情報処理の

促進に関する法律」 に基づ く国家試験であ り,

その合格者数を記入すること。'

「システム監査の得意とする分野」

業種別,シ ステム別,テ ーマ別,情 報技術分

野別等で記入す ること。

「その他(シ ステム監査の特色等)」

システム監査実施の特色,実 施 までの手順,

監査従事者のシステム監査能力に関する関連資

格等,ユ ーザに対 して訴 えたいことを自由かっ

簡潔に記入すること。一



〔別紙様式〕

申 告 書

通商産業大臣殿

企 業 名

代表者氏名

記入担当者名

及び連絡先

口E

システム監査企業台帳に関する規則第3条 の規定に基づき、別紙のとおり申告します。

一



別紙

1.シ ステム監査企業概要

企 業 名
(フリガナ)

印

略称(ヨ ミガナ)

代 表 者 氏 名

所 在 地 〒1電 言舌番号

設 立 年 月 日

資 本 金 百万円

最近3年 間の売上高
(会計年度 月～ 月)

年度
百万円

年度
百万円

年度
百万円

業 種

シス テ ム監 査 を 行 う

部 門 の 連 絡 先

所 在 地

担当部課 電話番号

従 業 員 数 人(う ち、上記部門の従業員数 人)

H.シ ス テム監査 の概要

1議;叢 ㌶ 野
年

②実施回数

企業内 回(う ち前年度回数

企業外 回(う ち前年度回数

合 計 回

③主な監査内容(前 年度分を除く主なもの5件)

　

　

回

回

実施年月 日 対 象 企 業 名 実 施 著 名 監 査 テ ー マ

●

一



④前年度の監査内容(主 なもの5件 以内)

対象企業名、資本金

及 び 実 施 月 日

監 査 概 要 監 査 結 果

1

(資本金 千万円)

〔 昌 昌～)

・監査対 象 ・テーマ等:

・実施者 名:

指摘事項 有 無

改善勧告 有 無

フ和 一アップ 有 無

2

(資本金 千万円)

(月 日～月 日)

・監査対象 ・テー マ等:

・実施著 名:

指摘事項 有 無

改善勧告 有 無

フ和 一アップ 有 無

3

(資本金 千万円)

(昌 昌～)

・監査対 象 ・テ ーマ等:

・実施著 名:

指摘事項 有 無

改善勧告 有 無

フ和 一アップ 有 無

4

(資本金 千万円)

〔 月 日～月 日)

・監査対象 ・テーマ等:

・実施者 名1

指摘事項 有 無

改善勧告 有 無

フ畑 一アップ 有 無

5

資 本 金 千万 円)

(月 日～月 日)1

・監査対象 ・テーマ等:

・実施者 名:

指摘事項 有 無

改善勧告 有 無

フ沌 一アガ 有 無一一



2シ ステム監査従事者の概要

①システム監査を行う部門のシステム監査従事者

②上記のうち情報処理システム監査技術者試験合格者数

人

人

従事者一覧

従事者氏名 システム監査開始年 回 数
情報処理システム監査技術者試験

合格の有無 合格年月日

有 無

有 無

有 無

有 無

3.シ ステム監査の得意とする分野

4.そ の他(シ ステム監査の特色等)

(注)1.別 紙用紙の大きさは、日本工業規格で定めるA列4番 とし、3枚 で作成すること

(各項目は省略できない)。

2.「 システム監査実施の実績jの ③及び①の記述内容については、対象企業の了承

を得ること。一



－
OSlオ ブジェク ト登録 について

1.は じめに

人間同士が相互に理解で きるのは,お 互いのこ

とについては もちろん,物 や概念などの対象(ob-

ject)を共通に認識 しているか らです。

国際的な標準ネットワーク体系であるOSI(Open

SystemsInterconnectino開 放型 システム間相互

接続)を 用いて構築 したコンピュータネットワーク,

すなわちOSIの 世界において も,情 報 ・通信に必

要な対象を共通に認識す る必要があります。つま

り,単 に情報 ・通信の当事者が予め共通 に認識す

べ き対象の用意があって,は じめてOSIの 世界が

成 り立つといえるのです。

OSIで は,情 報 ・通信する当事者が共通に認識

すべ き,

・誰 と,

・どのよ うな方法で,

・何 について,

等の対象を情報オブジェクト(informationobject)

と呼び,こ れを国際的に一意に定めて登録 ・公開

す る国際的な登録機関とその登録手続 きを用意し,

コンピュータ間の自由で開かれた情報 ・通信の実

現 を目指 しています。 日本国内において も,日 本

工業標準調査会(JISC)が 国際的および国内的に認

められた国内登録機関 として位置づけられてお り,

その業務が財団法人 日本情報処理開発協会(JIPD

EC)に 移管 され,平 成3年3月 よ り本格的な登録

業務を開始 しました。本稿では,登 録 ・公開すべ

きオブジェク トについて,組 織の登録を中心 とし

たオブジェクト登録の具体的な方法を説明すると

ともに,オ ブ ジェク ト登録 の意義 ・メ リッ ト,適

用方 法 も合 わせて ご説 明 します。

2.オ ブジェク ト登録 とは?

近年における情報化の進展 はめ ざましく,そ の

利用形態 はネットワーク化の進展によ り一段 と複

雑 にな り,適 用業務範囲 も地域的な広が りも広範

なものとなっています。

特に最近は,ネ ッ トワークを介 して,異 なるメ

ーカーのコンピュータを相互に接続 し,高 度に利

用したとい う要求が急速 に高まってきます。 しか

し,各 メーカーの製品は,独 自のネットワーク体

系に基づいて開発 されているため,相 互の接続が

容易に実現できないのが現状です。

このため,異 なる機種,異 なるシステム間の,

相互運用性確保の重要性がユーザー,メ ーカーを

問わず広 く認識 され,国 際標準化されたネットワ

ーク体系 としてOSIが 着目され,現 在,こ の規格

に基づいた製品が徐々に提供 されつつあ ります。

OSIで のオブジェクト登録 はとのような ものか

を考 えるために,OSIの 世界の情報 ・通信 と従来

のネットワーク体系の情報 ・通信の違いを見てみ

ましょう。

OSIの 世界の情報 ・通信 も,従 来のそれ も,通

信相手が誰で,何 処にいて,ど の様な方法で通信

するか,つ ま り,端 末識別やア ドレス,通 信手順

やデータフォーマ ット等をお互いに認識 してお く

必要があるという点では相違いありません。しか

し,従 来の情報 ・通信では,端 末識別やア ドレス



等は,一 つ の ネ ッ トワー クシステ ムの中で独 自に

定義 し管理 してい ま した。その ため,異 な るネ ッ

トワークシステ ムを相互 に接 続 しよ うとす る と,

そ の定 義 に重複 が起 きる場合 が多 く,再 定 義 を余

儀 な くされて い ました。 これ に対 して,OSIの 情

報 ・通信 は,将 来 の ネ ッ トワークが広 が りを考慮

し,ネ ッ トワー クシス テムを相互 に接続 して も端

末識別 や ア ドレス等が重複 しない よ う,予 め,ワ

ール ドワイ ドに しか もユ ニー クに これ らを付与す

る仕組 み を用意 してい る点 で従来 の アーキ テクチ

ャと大 きく異 な ります。つ ま り,OSIに お け る端

末識別 や ア ドレス等 は,電 話番号 と同 じ様 に国際

的な体系 ね もとに識別子 を付与す るよ うになって

い るの です。

通 信手順 やデ ータフ ォーマ ッ トにつ いて見て み

ると,OSIの 情 報 ・通信 では,フ ァイル転 送,電

子 メール,ト ランザ クシ ョン処理 な どの通 信手順

が国際標準 として定義 されてい ます。 これ らの通

信手順 で運 ばれ る利用者 デー タ(フ ァイル,メ ッセ

ー ジ
,属 性情報等)の フ ォーマ ッ トは,多 種 多様 な

シス テムおよ びアプ リケー シ ョンの要求 に対 応 で

きるよ うに,標 準化 された様式 ね もとに登 録 を行

い,こ れ らの フ ォーマ ッ トに与 え られ た識 別子 に

よ り互 いに認識 す る仕組 みにな って います 。

OSIの 世 界 では,端 末装置,組 織,デ 一 夕フ ォ

マ ッ トな どを情 報 オブジ ェク トと呼ん でい ます。

オ ブジェ ク トの登録 とは,OSIの 情 報 ・通信 で使

用す る端末識 別や ア ドレスな どの付与管理 を行 う

組織 や,広 く利 用可能 な標準 的な デー ター フ ォマ

ッ ト等 を登録機 関 に登録 して,そ れ らに一意 な識

別子 を付 ける ことを意味 してい ます。

3.オ ブ ジェク ト登録 の効果 ・メ リッ ト

ネ ッ トワー ク化の進展 のなかで は,任 意 の コン

ヒ。ユ一夕間 の相互 接続性 とグロバ ールなネ ッ トワ

ー ク上 で提供 され る各種業務 やサ ー ビスの一 意性

を世界的なレベルで維持管理することが,ネ ット

ワークの自由な拡張性,信 頼性 を確保す る上で益

々重要になつてきます(図1)。

組織の登録は,こ のネットワークの接続性 と業

務/サ ー ビスの一意性 を維持管理するための枠組

みを与 えるものであ り,ネ ットワークの利用者や

提供者にとって,以 下のようなメリットがあ りま

す。

(1)業 務/サ ービスの一意性

グローバルなネットワーク上では電子メール,

受発注データの転送,企 業情報のデータの検索等

各種の業務,サ ー ビスが提供 されます。

交換 される情報 も業務やサービス品目に応 じて,

メール用のテキス トや帳票,文 書データ等各種の

ものが存在 します。

これ らの情報のうち,国 際的および国内的に共

通使用されるオブジェクトは,そ れぞれ国内登録

機関に登録 されます。 しか し,利 用者の業務 レベ

ルに近いオブジェクトについては,個 々の利用者

自身でこれ らのサー ビスの種類 と交換する情報と

内容を登録 し世界で一意に識別する名前を与 える

必要があ ります。

個々のネットワークが個別にしか も独自の方法

でこれ らの管理を行 うと,異 なるネッ トワーク間

では,同 じサービスや情報の種類に異なった識別

子 を与えた り,同 じ識別子が異なったサービスや

情報の種類を示したりす ることにな ります。

これは利用者に とってはネットワークの利便性

が低下し,ネ ットワークの提供者ににとってはネ

ットワークの拡張が困難になることを示 していま
」

す。

そこで,世 界的に公認 された登録機関に組織を

登録 して付与 された組織の識別子を,そ の組織が

サービスや情報の種類の識別子の一部に用いるこ

とによ り,こ の様な問題が解決 され,ネ ッ トワー

クの拡張 と維持管理が自由に行えるようにな りま一
●
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図10SIに よ る グ ローバ ル ネ ッ トワー クの構 築(イ メー ジ)

す。

(2)相 互接続性の拡大

企業内,企 業間,国 際通信では,フ ァイル転送,

電子 メール,ト ラザクション処理などOSIの 各種

のオンラインの基本機能を適用 し,そ の上位に利

用者用の 各種サービス機能 を構築 して,任 意の

コンピュータを接続 した企業向け ・業界向け等の

ネットワークが実現 しつつあります。

前述の通 り,OSIを 用いて根津 とワークを構築

する場合 も,従 来のネットワークと同様にネッ ト

ワー クの構成情 報 を定義,維 持,管 理 す るこ とが

必要 です。 ネ ッ トワー クの構成管理 の中で は,コ

ンピュータのネ ッ トワー クア ドレス トアプ リケー

シ ョンの名前 を世界 で一 意 に割 り振 るこ とが最 も

重 要です。 ア ドレスや アプ リケ ーシ ョン名の管理

を個 々のネ ッ トワー クで固有 な方 法 で行 うと,ネ

ッ トワー クを相 互接 続 した場 合,ア ドレスや アプ

リケー シ ョン名が重複 した り,中 断機能 が うま く

働 かない ことが発生す ることにな ります 。

組織 の識 別子 をコン ピュータのネ ッ トワー クア一



ドレスや アプ リケー シ ョン名の一部 に使 うことに

よ りこのよ うな問題 が解決 で き,以 降の拡 張 も自

由 に行 うことが可能 とな ります 。

4.登 録 オ ブジェク トと識別子の構 造

(1)オ ブ ジェ ク トの構造

オブジェク ト識別子の構造 は,ISO/IEC8824

/JISX5603に お いて レベル3ま でを次 のよ う

に規定 して います。

{レベ ル1}iso(1)

{レベ ル2}加 盟 機関(2)… 国 な ど

{レベ ル3}jisc(392)…ISOの 加 盟機 関

レベル4以 下 は,加 盟 機関 が任意 に定 め ること

になってい ます。我 が国は,JISX5007に よ り,

登 録す るオ ブジ ェク トを国内標準 と組織 の2種 類

と し,図2の 構造 によ り登録す ることが決 め られ

ま した。

図2オ ブジェクト識別子の構造

型

座

塑

左記以外の組織 坐

(a)国 内標準

JISや 国際標準 としては制定 されないが,共 通

に認識すべ きOSI関 連機能分野の標準 をいいます。

国内標準ととして登録 されるOSI関 連の標準とし

ては,当 面のところJIS別 冊参考 となっているOSI

実装規約に含まれる仕様,オ ブジェクトが対象 と

なります。対象範囲は,今 後のOSI普 及のなかで

次第に広がるもの と思われます。

(b)組 織

国の機関,地 方公共団体,そ の他法人格を有す

る団体および法人格を有 さない団体 を指す。各組

織 には,組 織を登録す ることによって組織登録番

号が割 り当て られ,そ れに基づいて一意な識別子

が付与 されます。

組織の識別子は,各 組織 に固有なオブジェクト

の識別子を一意に定めるために使用することがで

.きます。

(2)組 織登録番号の構造

組織登録番号は,0か ら割 り当て るため,オ ブ

ジェク ト識別子構成要素 として用いる場合は,

100,000を 加える形で使用します。また,OSIの 世

界で情報の交換 を行 う場合,こ の組織登録番号は,

ネットワークアドレスの構成部分 として使用する

こともで きます(図3)。

各組織の組織登録番号 としての登録位置は,表

1に 示す通 りです。

組織登録番号は,都 道府県 コー ド等のよ うに公

.㌫:;,::,、 。"…`八 ば ㌢
o
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表1組 織登録番号割 り当て位置

、

コ ー ド 空 間 登 録 対 象

0～999 国の機関

1000～耀 朧 ゴ

齢 魍国主ξ
47800～99999 予備領域

100000～15999999 上記以外の機関



的 に定 め られて いる もの を除 いて,原 則 として新

規 に付与 す る もの です。

(3)組 織 で管理 され るオ ブジ ェク ト

各組 織は,組 織 を登録す る ことによ り割 り当て

られた組織登録番号 に100,000を 加 えた値 を レベル

4の オブジ ェク ト識別子構成 要素 と して使 用 し,

各 組織 が運 用す るネ ッ トワークで必要 とす るオブ

ジ ェク トを レベ ル5に オ ブジ ェク トの種類 を示す

節 を置 き,実 態 を レベル6に 定義 す る例 を図4に

示 します。

① 応 用 プ ロセス

OSI環 境 において,外 部 か ら見えるア プ リケー

シ ョン プログラムを登録 す るための もの。
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図4組 織の 下位にオブジェクトを定義する例

② 文書型

OSI環 境でファイル転送 を行 うファイルフォー

マ ットを登録するための もの。

③ 抽象構文

特定業務のプロトルコ仕様(構 文定義)を 登録す

るための もの。

④ 転送構文

③の抽象構文の符号化規則を登録するための も

の。

⑤ 応用コンテキス ト

OSIに おける一連の応用サービス要素を登録す

るための もの。

⑥ デ ィレクトリ

ディレクトリで管理する対象やその属性を登録

するための もの。

⑦ ボデ ィー型

OSI環 境で送受信するメッセージのボデ ィタイ

プ(形式やコー ド等の共通属性 を持つ)を 登録す る

ための もの。

⑧OSI管 理

ネットワーク管理で管理する対象や,属 性種を

登録するための もの。

5.我 が国のオブジェク ト登録制度

(1)オ ブジェクト登録機関

OSIの 世界においては,オ ブジェク ト識別子の

一意性を確保するため,オ ブジェクの ト木構造お

よび登録に関 して規定 しています。

国際的なレベルの規定 は,前 述の如 くレベル3

までのオブジェクト識別子の構造を,ISO(国 際標

準化機構)お よびCCIT(国 際電信電話諮問委員会)

で定 めています。

レベル4以 下 については,そ の国の加盟機関

(ISO系)お よび主管庁(CCITT系)が 任意に定め登

録できます(ISO8824お よびCCITT勧 告X.208に

よる)。したがって我が国におけるオブジェクト登

録 は,ISO系 とCCITT系 の2機 関が実施 できる

体系になっています。(図5)。

【ISO系 】

〔レベル1〕lSO(D

lレベル2〕 加盟機関(2)

〔レベル3〕jlSC(392)
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lSO系 の

国内登録機関

【CClTT系 】

CCITT(0)

主管庁C2)

日本の登録機関(440)

8

CCITT系 の

国内登録機関

図5国 内登録機関の設置のスキーム

国内のオブジェク ト登録機関としては,ISO系

の加盟機関であるJISCとCCITT系 の主管庁であ一



る郵政省が国際的および国内的に認め られてお り,

日本国内のレベル4以 下のOSI関 連オブジェク ト

の識別子の割 り当ておよびその管理 を行 うことに

なつてます(JISX5603-1990に よる)。

なお,ISO系,CCITT系 の登録機関は互いに連

摸 しているため,ど ちらの機関に登録 してもレベ

ル4以 下は同 じオブジェクト別磯子構成要素が与

えられることになっています。

さらに,双 方の登録機関は,そ の登録に係 る業

務を他の機関に移管 または認定によ り代行 させる

ことが認め られています。当然のことですが,登

録制度の諸規定は登録 を移管または代行を認可 さ

れた機関についても適用 されることになっていま

す。

この様な経緯 によ り,現 在,JIPDECがJISC

か ら登録に関す る業務 を移管 されて,日 本におけ

る国内登録機関 として登録業務を行 っています。

また,CCITT系 では,日 本国内の登録機関として,

その主管庁であるところの郵政省が位置づけられ

ていますが,国 の機関および地方公共団体以外の

組織に関する登録については,脚 電信電話技術委

員会(TTC)が 大行機関 として指定 されています

(図6)。

匡
巴本願 圏 登録実働 移管 ・酔§酬 ・

連曙 魎
図6登 録制度の位置づけ

JISCか ら登録に係る業務を移管された機関のこ

とで,OSIに よる情報 ・通信を実現するにあたっ

て,共 通認識すべきオブジェク トを一意に認識す

る識別子割 り当てて,そ のオブジェクトを公開す

る以外の業務を行います。
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図7組 織の登録体制

・オブジェク トの登録申請受付

・オブジェク ト識別子構成要素の付与

・登録簿の維持 ・管理

オブジェクトの公開

・オブジェク ト登録の普及活動

② 国内支援機関

登録窓口の業務のみを国内登録機関か ら委託 さ

れた機関のことで,登 録申請の受付,国 内登録機

関への送付,結 果の受信,申 請への結果の通知な

どを行います。これは,今 後設置す る予定です。

③ 国内補助登録機関

国内登録機関か らその業務の一部を移管 された

機関のことで,国 内登録機関 と連接 しなが らオブ

ジェク トの登録申請受付,識 別子の付与,業 務移 ・

管を受けた部分の登録簿の維持管理などを行いま

す。 これについて も,今 後設置する予定です。
、

② オブジェクト登録の体制

ISO系 の国内登録機関のオブジェクト登録の体

制は,図7に 示す通 りです。

① 国内登録機関

6.オ ブジェク ト登録の動向

(1)米 国のオブジェクト登録

米国では,ANSI(米 国規格協会)が 登録機関 と

なって,OSIに よる情報 ・通信のための米国標準

の登録と国内組織の登録 を行 っています。

`



① 国内標準の登録

国内標準のオブジェクトは,ANSIが 認定 した

標準において登録 されます。米国内の標準化組織

は,特 定の標準化テーマをANSIに 標準化 プロジ

ェクトとして申請することがで き,認 定を受けた

標準化組織が作成 した原案 は,ANSIの 公開投票

を経た後,米 国規格(ANS)と して承認 されます。

この標準においてオブジェクトを定義する必要が

ある場合,ANSIに より割 り当て られた標準化プ

ロジェク トの識別コー ドを用いて,こ れ らのオブ

ジェク トの登録 を行 うことができます。

② 国内組織の登録

国内組織については,米 国内でその組織を一意

に識別する数字 コー ドと英字名を登録す ることが

で きます。各組織は,そ の数字コー ドを用いて,

この組織において必要なオブジェクト,ネ ットワ

ークアドレス,MHS私 設管理領域名を自由に登録

す ることができます。英数字名 につ いては,情

報 ・通信ネットワークの電話帳とも言えるデ ィレ

クトリ・サービスの構築に使用で きます。

③ 米国のオブジェクト登録の方式(図8)

・米国標準および組織は,い ずれも第4レ ベルの

定められた範囲に位置づけられ登録 されます。

・組織は企業を対象とし,登 録 された組織は,下

位(レ ベル5以 下)のOSIオ ブジェクト登録の役割

を果たします。

・米国標準はANSIが 指定 した規格委員会が登録

申請 を行 うことがで きます。

(2)英 国の状況

英国では,新 電子サービス(OSIを 含む新 しい情

報サービス)のための登録機関の設立が検討されて

います。

ネッ トワーク ・ア ドレスについては,既 に登録

を開始 してお り,BSI(英 国規格協会)に 申請すれ

ば取得できます。

その他のオブジェク トについては,現 在通商産

業省(DTI)の 情報規格部が中心 となって,英 国に

おける登録制度の在 り方について検討が進められ

ている状況です。

{レベ川

1レベル21

iレヘル31

{レへ胴1

|so(1)

加盟機関(2)

米国(840)

100020000

米 国 標 準

図8

113526000000

組 織

米国におけるオブジr.クト登録の方式

その他,フ ランスについても国内登録機関につ

いて検討が進められています。

7.お わりに

前述の通 り,オ ブジェク ト登録は,OSIに よる

情報 ・通信の基盤 となる重要な制度です。

したがって,今,我 が国の情報 ・通信のOSI化

が緒についたばか りの時期に,オ ブジェクト登録

の体制が確立できたことは,意 義深いものと考え

ています。今後は,各 方面か らの本制度 に対す る

正 しい理解 と認識を得て,OSI化 が真に健全な発

展 を遂げることを期待 しています。

(財)日本情報処理開発協会

産業情報化推進センター

関本 貢

一ノ



国内登録期間 としてのJIPDECの 業務

側田 本情報処理開発協会は,OSIオ ブジェク ト

登録に関する国内登録期間として,次 の業務をJISC

(日本工業標準調査会)よ り移管 されてお ります。

①OSIオ ブジェクト登録申請の受付

②OSIオ ブジェクト識別子の付与

③OSIオ ブジェクト識別子の公開

④OSIオ ブジェクト登録の更新

⑤ その他OSIオ ブジェク ト登録に関す ること

オブジェク ト登録の対象

国際的及び国内的に認められたOSIオ ブジェク ト

登録期間として,当 センターが登録を行 うオブジ

ェクトには,次 の2つ があります。

(1)組 織

国の機関,地 方公共団体,そ の他すべての法人

格を持つ団体及 び法人格を持たない団体をいいま

す。組織を登録することに各組織 は一意な登録組

織番号を付与 され,各 組織に固有 なオブジェク ト

の識別子を一意に定めるためにその一部(ブ ジェク

ト識別子構成要素値)と して使用 されます。

また,OSIの 世界で情報のや りとりを行 う場合,

この登録組織番号は,ネ ットワークア ドレスの構

成部分 として使用することもで きます。

② 国内標準

JISや 国際標準 としては標準化 されていないが,

共通に認識すべ きOSI関 連の規約をいいます。

国内標準 として登録 されるべ きOSI関 連の規約

としては,当 面のところJIS別 冊参考 となってい

るFTAM,MOTIS及 びODAな どが考 えられます

が,今 後のOSI普 及のなかで対象範囲は次第に広

がるものと思われます。

これ らあの規約 を登録 す る ことによ り,コ ミュ

ニケー シ ョンの対象 とな るた とえば文書の蚊 た ち

(文 書型)が コ ミュニケー シ ョンの当事者間 で共通

に しか も一 意 に認識 で きるよ うにな ります。

登録手続 きのあらまし

(1)登 録申告者

組織の登録申請は,原 則として実際に活動を行

っている会社や企業などが行います。

国内標準の登録は,そ れを開発 した団体など,

あるいは国内登録機関よ り認定 された国内標準作

成団体が行います。

(2)登 録申告手続 き

組織の登録申請に必要な書類は以下のとおりで

す。

①登録申告書

②登記簿の写 し(法人登記 されている組織の場

合)

国内標準の登録申請に必要な書類は以下のとお

りです。

①登録申請書

②登録す る国内基準に関する使用説明書一式

登録申請は,持 参,郵 送のいずれで も可能です。

(3)申 請内容の審査

〔組織の場合〕

書類の不備,す でに登録 されていないかな どの

簡単な審査をします。

〔国内標準の場合〕

国内標準 としての唯一性,妥 当性などを審査 し

ます。これに合格 した場合には,さ らに公開審査

を行います。'

(4)識 別子の割 り当て通知

審査に合格 した場合には,下 記の結果を速やか

に郵送 にて通知 します。

〔組織の場合〕

①組織登録番号(申 請順 に発行)



② オブジェクト識別子構成要素値

〔国内標準の場合〕

① オブジェク ト識別子

(5)登 録の変更,更 新

登録 された組織の名称,住 所電話番号等及び国

内標準の仕様を変更した場合には,変 更手続 きが

必要です。

また,組 織の登録有効期限は3年 間ですので3

年ごとに更新手続 きが必要です。更新時にはその

旨を通知 させていただきます。

(6)登 録 ・更新料

組織の登録 ・更新には以下の料金が必要です。

①登録料20,000円(消 費税は含まず)

②更新料10,000円(消 費税 は含まず)

各種問合わせ,申 請書類等の申込先

〒105東 京都港区芝公園3・-5-8

側旧 本情報処理開発協会

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー

(CenteroftheInformationofIndustry)

TELO3-3432-9394(福 井,関 本)

FAXO3-・3432-4324

一ノ



海外ニュース一
〈情報産 業界の動向〉

アメ リカの コン ピュー タ ・メーカの多 くは,本

国にお け る売上増 に苦戦 して いる。1991年 は,情

報処理 関連投資 が前年度比約3.5%減 と予想 され,

情 報産業 界の成長 率 は6%の 半 ば程 度 にな ると予

想 され る。

メイン フレームは他 の分野 に比べ ,成 長 が期待

され る。その理 由は,IBM,Amdahl,富 士 通
,日

立 が新 システ ムを発表 した こと,ま た,各 ユ ーザ

企業 では 自社 に蓄積 されて いる各種 の情報 を シス

テムに記憶 させて有効 活用す る傾 向にあ るか らで

あ る。

PCや ラ ッフ。トップの市場予測 は,一 見好 調 の

よ うに見 えるが,激 しい価格戦 争が展開 されて い

るため,収 益 は伸 びて いない。 また,こ れ らの小

型機 を取 り扱 ってい る販 売代理店間 では企業買収

が進 行 してい る。

ハ ー ドウ ェアの中 で今後有 望視 されてい る分野

は,ワ ー クステーションである。1991年 はおよそ50

%の 成 長 率 が期待 され る。 しか し,こ の市場 の ト

ップで あ るSunMicrosystems社 はDECやIBM

の 低 価格製 品の発売 によ り激 しい市場競 争 に巻 き

込 まれつつ あ る。

〈政策 ・制度〉

人 口およそ9万5,000人 の サ ンタモニカでは,よ

り良 い行 政 を目指 して市民参加 の コン ピュー タネ

ッ トワー クを構築 した。市民 は希望 すれ ば誰 で も

パス ワー ドが与 え られ
,ネ ッ トワー クを通 して市

役所 に苦情 を訴 え ることがで き(24時 間 以 内の対応

が保証 されて いる),ま たオ ンラインで議論す るグ

ループが テーマ別 に約300あ るが,そ れ に参加で き

る。

この ネ ッ トワ ー クはPEN(PublicElectronic

Network)と 呼 ばれているが,実 際 に多 くの市民 が

参加 してい るこ とにア メ リカ内では驚 異の眼 で見

られて い る。同市 では市民 の1/3が オ フ ィスか

家庭 にPCを 持 ってお り,ま た持 たない人 は図書

館 な どの公共施設 に設置 してあ る端末 を利用 で き

る。現在登録 されてい る市民 ユーザは3,000人 で あ

り,1ヵ 月 に約8,000の ア クセ スが ある。市民 か ら

の問 い合 わせ には,リ サ イク リン グのス ケジ ュー

ルや事業許可取得 手続,地 震 対策準備 の会合予定

な どがあ る。 また,下 院議 員な どは,オ ンライン

によ って市民 と中東危 機 につ いて議論す る グル ー

プを主宰 して いる。

〈環境整 備>

1990年6月 に制定 された アメ リカの障害 者法 は
,

25名 以 上の従業 員 を雇 う全企業 に関係す る もの と

な ってい る。

この障害 者法 の 目的は,障 害 者に対す る差 別撤

廃 に向 け明確 な指令 を提供す る ことで ある。 ここ

においての差別 には,労 働 者 と しての差 別の ほか ,

通 信,健 康 サー ビス,投 票,公 衆サ ー ビスへの ア

クセス,住 宅,交 通,教 育 におけ る差別 を含 んで

い る。

これ に従 い,同 法 は電気通 信事業者 に対 し,聴

覚 ・言 語 障害 者 の ため の電 気通 信 中継 サ ー ビス

(TRS:TelecommunicationsRelayService)を

提 供す る ことを要求 してい る。

同法 で は,聴 覚 障 害 者 用 の通 信 装 置(TDD:'

TelecommunicationsDevicefortheDeaf)を

「有線 ・無線電気 通信 シス テムを介 した信号伝送

ト

においてグラフ ィック通信を利用 した機械」 と定

義 している。TRSは,聴 覚 ・言語障害者がTDD

を持つ持 たないに関わ らず,通 話をしたい場合,

普通の音声通信 と同様の通話を可能とさせ るため

の電話サー ビスである。法律制定後3年 間以内に

全電気通信事業者にTRSの 実施が義務づけられて

25



い る。

〈エ ン ドユ ーザ環境 〉

現在,ネ ッ トワー クユーザ はすべ ての情 報源 を

リアル タイ ムで,あ らゆ るネ ッ トワー クを通 じて

利用 で きるよ うになる ことを待 ち望 んで いる。そ

の ために システムはマルチ ベン ダ,マ ル チメデ ィ

ア とい った壁 を超 えね ばな らず,そ の システ ムを

構築 す るには分散型 デ ータベー スの技術 が必 要で

あ る。

分散す る ことがで きれ ば,デ ータベー スは各 々

の データが最 も適 した場所 に配 置す ることがで き

るが,利 用 す るデー タはすべて 同 じバ ージ ョンで

な くてはな らないので,リ アル タイムで の更新 が

大 きなポ イン トとな る。異 なるベ ンダによ るデ ー

タベースを接続す るのに重要 な言語SQLの 標 準化

と,異 世代の デー タベースの橋 渡 しにな るゲ ー ト

ウェイの開発 は最 も待 たれ る部 分 であ る。

今の ところ,デ ー タベー スの分散 にはデ ー タベ

ースソ フ トウ ェアの種類 とハ ー ドウェアの配置 と

い う制限 要因 があ る。段階的 にはそれ を解決す る

手段 が開発 されて いる。商用の分散型DBMSも 販

売 されて お り,導 入 して いる企 業 もあるが,リ ア

ル タイムの更新 に は難 があ る。 この複数 のデ ー タ

ベースに対 す る リアル タイムの更新 と複製 に関 す

る方法 は標準化 が進 んでいな い。

また,新 しい ネッ トワー クか ら古 い大型機 の環

境下 で作 られたデ ータへ接続 す るのが困難 で ある

こと も分散型 ネ ッ トワー クの普及の妨 げ とな って

い る。

〈ソフ トウェア>

1985年5月,IBMのAkers会 長,OECのOlsen

社長,H-PのYoung社 長 らは,共 同でOSF(Open

SoftwareFoundation)を 結 成 し,AT&TのUNIX

に立 ち向か うと宣言 した。 そ して,1990年10月23

日 にOSF/1と 呼 ばれる基本 ソフ トウ ェアを提供

す る運 び とな った。 しか し,こ の ソフ トウェアは,

AT&TのUNIXが1991年 に持つ とい う機能 を既 に

持 ってい るに もかかわ らず ユ ーザか らの反応 は,

今 一 つで あ る。

当初 の意気込み に反 して,OSF/1を 全 面採 用

す る として い る会社 はDECと フ ランスのBullの

み で,IBMはPS/2コ ン ビ。ユー タに対 す る3つ

の基本 ソ フ トウ ェアの1つ としてのみ採用 す る と

して い る。IBMは 少 な くと も1992年 ま では ワー ク

ステー シ ョン用 の基 本 ソフ トウェア として同社 の

オ リジナルソ フ トウ ェアを用い る模様 であ る。 ま

た,ユ ーザか らもAT&TのUNIXか らOSF/1

に切 り換 える理 由 がない とい う声 が多い。

IBMお よ び多 くの メンバー会 社 は,独 自の シス

テムか らほ とん どの収 益 を上 げてお り,メ ンバ ー

の中でUNIXの 販 売が一番 多いH-Pに して もUNIX

か らの収 益 は,全 販売の約1/3に 過 ぎない。

〈ネ ッ トワーキ ング>

1980年 代,ISDNが 次 世代 の ネ ッ トワー クと し

て喧伝 されたが,今 や現実 の もの とな った。1990

年 代 はIN(イ ン テ リジ ェン トネ ットワー ク)が,こ

れか らの技術 として話題 の中心 にな って い くであ

ろ う。 ただ し,ISDNは 実 現 は した ものの アプ リ

ケー シ ョンはほ とん ど育 って いない。 その轍 を踏

まない ために,公 衆電 気通信事 業者お よび企 業ユ

ーザ は,望 ましい アプ リケー シ ョン リス トの共同

作成 に努 め る必 要が ある。

INは,交 換機能 をサー ビス レイアか ら分離 した,

サ ー ビス を創造 し提供す るネ ッ トワー クアーキテ

クチ ャで ある。SS7技 術 によって,呼 を管理す る

ロジックは,も はや それ ぞれ の交換機 に密着 して

い る必要 はない。IN以 前の公衆網 は,交 換 ・伝送

機能 がサ ー ビス レィ アと密接 に統 合す る所 まで進



海外ニュース

化 してい る。 そのため,新 しいサ ー ビスが開発 さ

れ ると,中 央 局交換機 の基本的 な機能 に変更 を加

えな けれ ばな らず,そ の変更 は時 として ソフ トウ

ェアだ けでは済 まずハ ー ドウ ェアの改修 が必 要 と

な る場合 もあ り得 る。 従 って,ど うして も新 サ ー

ビスの提供 には開発後3～4年 程度 かか
って しま

う。

INの 場 合,交 換 機能が アプ リケー シ ョンの方 に

取 り込 まれ るため,交 換機 ベンダによ る新 サー ビ

スサ ポー トのための開発 はそれ ほ ど必要 でな く
,

開 発 か ら提供 までの時間が短縮 され,エ ン ドユ ー

ザの ニーズに敏速 に対応 で きるよ うにな る。

〈マネ ジメン ト〉

企業 が 自社 の コン ビ。ユー タシス テムを管理 す る

方法 において,今 あ る 「戦略 システ ム」 か ら 「情

報 有用(lnformationUtility)」 とい う新 しい概念

が生 まれつ つあ る。 この新概念 の意味 について は

さま ざまな見方 があ り明確 な定義 は まだないのだ

が,多 くのCIO(ChieflnformationOfficer)が こ

の概 念 を取 り入 れ始 めてい る。

この 「lnformationUtility」 の 目標 は,今 まで

の競争上 有利 とな るための大規模戦 略 システ ムと

は違 い,よ り安 く ・よ り力強 いコ ンピュータ
,よ

り使 い易 いソ フ トウェア,簡 単 な接続条件(標 準の

採用),そ の他,今 ある技術 な どを うま く利 用す る

こ とであ る。 また,こ れ はコ ンピュー タ技術 がエ

ン ドユ ーザに まで広 く浸透 し,情 報 の95%位 を エ

ン ドユ ーザが管理 で きるよ うにな るとい うことで

あ り,突 き詰めて い くとCIOが 必 要な くな るとい

うこ とに もな り得 る。

戦 略 システ ムを膨大 な る時間 ・人 員 ・費用 をか

けて作 成 して も,結 果 として他 の競 争相手 に同様

なシステ ムを簡単 に真似 されて しまうだけであ る
。

複数社 と共同での シス テム作 りによ り,費 用 を分

担で き,さ らに世界的なネットワークを生み出せ

る。

InformationUtilityを 進める上での問題は,標

準を採用 してのネットワーク環境を作 りたくとも

今の段階では十分な標準 と製品が揃っていないこ

と,も う1つ は トップ経営陣の賛同を得にくいこ

とである。

〈電気通信政策〉

情報通信媒体 としての電波利用が高度情報化社

会の実現 に向けて不可欠の要因とな りつつある現

在,有 限な電波をどう割 り当てるかは,産 業界の

活力を左右す る重要な問題だとアメ リカで も認識

されている。一度割当を受 けた者はその既得権を

なかなか手放 さない。TVや ラジオの放送局など,

電波のおかげで大 きく成長 した業種であり,電 波

を持 っていると儲かるため,既 得権者はロビー活

動などを通 じてこれまで何度 も現状維持 に成功 し

て きている。

周波数不足のために折角の技術革新が生かされ

ず,結 果 として新技術の利用や開発において他国

に後れをとるという危機感が議会内で高 まりつつ

あ り,国 防総省の保有する周波数の開放を迫 る法

案が提 出 されたの もその表れであって,そ れに

FCCも 同調している。現在のところ,周 波数をオ
ークシ ョンで割 り当てるという考 え方が

,少 しず

つではあるが支持を得つつある。

イギ リスでは,TV用 に留保 してあった周波数

を振 り替 えることによって,新 しい移動体通信サ
　 トー ヒスを可能 に してい る

。 カ ナダでは周 波数の利

用 に対 して料 金 を取 って いる。 ニ ュージー ラン ド

は1,000メ ガ ヘル ツ以上の帯域 につ いて は完全にオ

ー クシ ョンによ って割 り当て る とい う最 も急進 的

な政策 を とってい る。一



増大する

システムエンジニアの使命

株式会社JR東 日本情報システム

常務取締役 結城淳 一

はじめに,当 社について簡単に紹介 させていた

だ く。国鉄が民営 ・分割化 されたのは昭和62年4

月であるが,そ の一つである東日本旅客鉄道㈱(JR

東日本)も 国鉄末期の経営破綻 していた状況の中か

ら多くの問題を抱 えての再スタートをした。その

一つに情報 システム化の遅れがあり,私(情 報シス

テム部長)に 早急にシステム化構想を立てよとの宿

題が命 じられた。7月 にスケル トンを審議 しす ぐ

システム建設に着手 し,す でに今までにかなり大

きなシステムをい くつかカットオーバーして きて

いるが現在 もまだまだ仕事は増大 しゴールは見 え

てこない。世の中の進展 を考えればゴールのない

マラソンか もしれない。内容の詳 しい説明は避け

るが,大 きな柱は

① 収入の把握 システム

② 経費の把握 システム

③ 輸送計画 ・実績把握 システム

④ 営業システム

⑤OAシ ステム

である。①② を見ておわ りかと思 うが,駅 や旅行

センターでの売上,そ して現場で発生する工事 ・

修繕業務や資材の購入などの経費に関する事務処

理はほとんど手作業で行われていたし,③ のいわ

ゆるダイヤ作成,④ の旅行商品の販売についても

同様であった。

JR東 日本の将来 を展望す ると業務運営の近代

化 ・システム化をさらに進めなければな らないし,

鉄道業務以外の新規事業の発展 を促進するために

もシステム部門の強化が不可欠の命題 となった。

その具体策 として平成2年11月 にJR東 日本か ら分

社 して設立 されたのが当社である。現在社員約550

名でJR東 日本に対 してほとんどすべてのシステム

のハー ド・ソフトを提供 している典型的なシステ

ムインテグレーターで,今 期の売上は160億 円であ

るが,毎 年ハイペースで売上を伸ばしてい く予定

である。SEの 増強が当社にとって も最大の課題



に成 りつつある。

さて本題に入ることとするが,SE集 団である

当社の問題 でもある。国鉄の歴史があるとはい う

ものの会社が発足 して3年 未満で情報 システム部

門を独立 させたのは冒険であ り画期的であるとい

えると思 うが,そ れは経験からとい うよ りは考え

方 としての方策である。会社経営におけるシステ

ムの重要性 を認識 し,そ れを計画 ・運営す るSE

集団の強化を先取 りしていこうという戦略である

が果 して期待通 りの成果がでるかどうか。

コンピュータは膨大なデータ処理で威力を発揮

しているが,証 券,金 融業界を始めとして,最 近

では分析判断 もコンピュータに頼るように成 りつ

つあ り,各 社はそのシステムの高度化に力 を注い

でいる。部分的にせよシステム開発競争がすなわ

ち経営の競争に成 りつつあり,そ の陰で優秀なSE

集団が活躍 している。

アメリカの社会学者のC.ラ イ ト.ミ ルズの著書

「ホワイ トカラー」の内容が思い出 される
。40年

前であるがホワイ トカラーについて詳細に分析 し,

その社会的存在 と現在,未 来について専門的に述

べている。産業構造の変化 に伴い 「物」を扱 う仕

事が全労働力の中でその比率 を減 じ,反 対に 「人

間」や 「金」や 「書類」を扱 う仕事が増加 した。

物の生産 を生活手段 とせず,物 の生産者を組織づ

けその人間関係を調整 し生産物が消費者の手に渡

るまでの過程に関与 し,実 際の生産現場にあって

生産作業を監督 したり記録 をとった りす る者 もあ

れば,企 業の運営 を司る者,生 産物の分配に必要

な人員の配置を企画する者,技 術の指導 にあたる

者な ど人間の諸活動を非人格的に処理す るのがホ

ワイ トカラーの主任務である。経営者,官 僚 に始

ま り販売員にいたるまでその職業名は無数にある。

ホワイ トカラーは企業の新 しい階層組織を生み出

し社会的には中産階級 を形成 した。

システムエンジニアも丁度ホワイ トカラーが静

かに近代社会の舞台に現れて きたように企業,社

会に現れその存在 を強めて きている。 しか も最近

になって皮肉なことにホワイ トカラーが形成 して

いる組織 を破壊 し始 めてい ることは興 味深い。

部 ・課の廃止 とか,文 鎮型組織とか,今 いろいろ

な企業で組織の見直しが進められているのがそれ

であ り,そ の背景にSEの 台頭があるとい うこと

に注目すべ きであろう。

しか し,SEが ホワイ トカラーと徹底的に違 う

点 が1つ ある。それはホワイトカラーは各組織に

個別に存在 しているのに対 し,SEは 集団を形成

しているということである。最近はそれ も組織内

か ら組織外へ独立 し,し かも大集団を形成 しさら

に増大 していく。 この集団はあらゆる分野の企業

の経営的ノウハウを学習しそれを発展 させてコン

ヒ。ユ一夕システムに作 り上げる。 これがシステム

インテグレーターと称す る集団であ り,考 えよう

では恐ろしいともいえる存在 に成 りつつある。

これからの企業構造は古いホワイ トカラーが没

落 し,

① 経営陣 とスタッフ(研究開発)

② 生産販売部門

③ システムエンジニア集団

の3極 で構成 され るのではないか。 これか らSE

の社会的使命がますます大 きい もの となる。その

意味でSEは 単にコンピュータのハー ドウェア,

ソフ トウェアの知識を持つ人間では不十分であり,

社会の リーダーに期待 されるような幅広い教養 を'

身につけ,高 いモラルの判断行動をしていかなけ

ればならないであろう。コンピュータウイルス,
ト

ハ ッカーなどの目に見える問題 もさることなが ら
,

もっと大 きい意味で社会への影響力 を持つからで

ある。SE個 人の人格が問われると同時にその集

団は もっと社会的責任が大 きい。

当社 は システムイ ンテグ レー ターで ある。一
ら
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平成2年 度秋期情報処理技術者試験結果
昨年1。月21日}・実施 され坪 成2年 度醐 情報 秋期の第2種 の舗 者は牌 ・2月に発表 されて

処理技術者試験の合格者が1月31日 に発表 された。 お り,こ れによ り秋期試験結果 が確定 した。
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1.秋 期 試 験の合格者数 は,シ ステ ム監査,特 種,

オ ンライン,第2種 の4区 分合計 で24,272名 。

また,合 格率 は13.4%で 元 年同期に比べ0.6%高

くなってい る。

2.合 格者 の平均年齢 は,シ ステム監 査36.1歳,

特 種30,8歳,オ ンライン29.0歳,第2種22.7歳

とな って い る。

3.都 道 府県別 に秋 期4試 験 区分 合計 の状況 を見

ると,受 験率 では78.1%の 宮 崎県が第1位,76.

8%の 新 潟 県が第2位,75.0%の 鳥 取県 が第3

位,合 格率 で は17.7%の 鳥 取県 が第1位,16.9

%の 新 潟県 が第2位,15.6%の 山梨 県 が第3位

とな り,新 潟県 と鳥取県 は受験 率,合 格率共 に

高 い数 字 を出 して いる。

な お,平 成3年 度 春期試験 は4月21日 に全 国172

会 場 で行 われた。応 募は第2種176,276名,第1種

97,654名 で あった。

平成2年 度マイクロコンピュータ応用システム開発技術者試験結果

昨年11月18日(日)に 行 なわれた平成2年 度 の試験

結果 が、初級 は平成3年1月16日 に 、中級 は2月

13日 に それ ぞれ発表 され た。

今 回の初級試験 は応 募者6,975人 、 受験 者5,122

人 、 合 格 者1,946人 、 合格率38.0%、 中級 は応 募

者1,585人 、受 験 者1,147人 、 合格者190人 、 合格

率16.6%で 初 級 、中級 と もに合格率 は昨年 の数 字

を上 回 った。

従事している業務別

合格者の平均年齢は、初級26.0才 、中級28.4才 、

最年少は初級16才 、中級19才 、最年長 は初級56才 、

中級41才 であった。

合格者が従事している業務 を見ると初級、中級

ともに研究 ・開発業務に従事している者が一番多

く、初級では合格者の46.2%、 中級では合格者の

65.3%を 占め、次いで情報処理業務が続いている。

なお、平成3年 度の試験は11月17日(日)に全国9

都市で行なわれる予定。

試験種

業務

初 級 中 級

応 募 者 受 験 者 合 格 者 合 格 率 応 募 者 受験 者 合 格 者 合格率

研 究 ・開 発 2.229人 1,645人 900人 54.7% 897人 659人 124人 18.8%

情 報 処 理 L253 740 321 43.4 320 216 30 13.9

製 造 580 449 205 45.7 161 119 16 13.4

保守 ・サー ビス 154 115 50 43.5 24 20 1 5.0

営 業 76 53 18 34.0 12 7 0
一

調 査 ・ 企 画 21 13 5 38.5 15 10 1 10.0

教 育 108 84 58 69.0 49 36 6 16.7

学 生 ・生 徒 2,192 1,780 298 16.7 52 46 8 17.4

そ の 他 362 243 91 37.4 55 34 4 11.8

合 計 6,975 5,122 1,946 38.0 L585 1,147 190 16.6
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総

平成3年3月12日(火)東 京 プリンスホテルにお

いて,平 成2年 度第2回 理事会が行われ,平 成3

年度の事業計画が決定 しました。

平成3年 度事業 を計画す るにあたり,当 協会 と

しましては,情 報化の社会への浸透 ,目 まぐるし

いほどの経済 ・社会環境の変化,情 報に対するニ
ーズの多様化などの諸状況に対応 し

,よ り円滑な

高度情報化の促進を目的とす ることを念頭に置 き

ました。

また,特 に本年度からは従来の人工知能(AI)の

振興事業に併せ,最 近注目されているファジィ技

術について,そ の正 しい理解 と普及を図るための

事業 を開始 します。

平成3年 度事業計画は以下のとおりです。

事業内容

t高 度情報化促進に関する調査研究

(1)情 報化総合指標の作成に関する調査研究

(2)情 報化と社会制度等に関す る調査研究

(3)セ キュリティ対策に関する調査研究

(4)海 外の情報産業および情報処理に関する調査

研究

㈲ 高度情報ネットワーク社会に関す る調査研究

(6)コ ンピュータ ・ユーザ動向調査

⑦ 情報化基盤整備 に関する調査研究

(8)グ ループワーク支援 システムの開発研究

⑨ リアルタイムシステムのソフ トウェアの安全

性に関する調査研究

(1θ 新情報処理技術に関する総合的調査研究

⑪ 情報処理 インス トラクタ認定試験に関する調一

査研究

2.産 業情報化の推進

(1)EDIの 標準化等に関する開発研究

(2)EDI/OSIコ ー ドの登録管理

(3)産 業情報化の国際的協調

(4)産 業界における情報 ・通信 システムの高度化

に関わるユーザ問題調査

(5)産 業界のシステム構築のあ り方 に関わる調査

研究および支援

(6)産 業界のシステム化に関する制度問題の調査

研究

(7)産 業情報化に関す る普及啓蒙

3.人 工知能(Al)・ ファジィの振興

(1)AIオ ープンハウスの運営

(2)AIの 技術 と市場の動向に関す る調査研究

(3)音 声の知的処理に関する調査研究

(4)AI・ ファジィに関す る普及啓蒙

4.普 及振興

(1)情 報化月間行事

(2)コ ンピュータ ・トップセ ミナーの開催

(3)広 報

(4)会 員に対するサービス

(5)産 業情報化に関する普及啓蒙

(6)AI・ ファジィに関する普及啓蒙

(7)情 報化人材育成連携機関(委 嘱校)等 に対する.

普及啓蒙

(8)情 報処理技術者教育向上のための普及啓蒙

(9)情 報処理技術者試験の普及啓蒙

5.国 際交流
、

(1)日 独情報技術フォーラムの開催

(2)国 際ファジ ィ工学シンポジウムの開催

(3)情 報化推進のための国際協調

(4)海 外情報化協力

(5)海 外からの客員研究員の受け入れ

(6)海 外か らの訪問者
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(7}英 文誌および英文情報化白書の発行

(8)情 報処理教育に関する国際交流の推進

(9)情 報処理技術者試験に関する国際協力

6.情 報処理システム等の技術調査および開発 ・

運用

7.情 報処理技術者の育成

(1)高 度情報処理技術者の研修

(2}情 報処理技術 インス トラクタの養成

(3)企 業内研修 リーダの養成

(4)情 報処理教育実態調査

㈲ 先進的情報処理教育 システム等に関する調査

研究および国際交流の推進

(6}情 報処理教育人材育成に関する調査研究

(7)遠 隔教育のための情報処理教育 システムの実

現方策に関する調査研究

(8)高 度情報処理技術者育成のための教育メデ ィ

アの開発

(9)情 報処理教育 インス トラクタ ・カリキュラム

の作成

⑩ 企業内情報処理教育指針の作成

(抽 情報処理教育機関等における先進的教育シス

テムの事例研究

(IZ情 報化人材育成連携機関(委 嘱校)に 対す る普

及啓蒙

㈱ 情報処理技術者教育向上のための普及啓蒙

8.情 報処理技術者試験

(1)情 報処理技術者試験の実施

(2)情 報処理技術者試験に関する国際協力

9.マ イクロコンピュータ応用システム開発技術

者試験の実施

調 査

1.情 報化総合指標の作成に関する鯛査研究

従来,情 報化総合指標の作成については,産 業

別,地 域別の指標を作成 して きましたが,今 回,

個人の情報化の進展状況 をみるため,テ ス ト調査

として,約200名 を対象に個人の情報化,情 報利用

に関す るアンケー ト調査を行いました。

2.情 報ネットワークに関する研究会の開催

平成2年 度においては,情 報ネットワークに関

する研究会 を6回 開催 し,そ れぞれ下記のテーマ

について報告,討 論を行いました。

第1回 「公共事業規制をめ ぐる新潮流」

「実務か ら見た通信規制の国際動向」

第2回 「CATVか らみた放送 ・通信の境界領

域」

「海外の放送 ・通信をめぐる制度 ・政策」

第3回 「移動通信の現状 と将来動向」

第4回 「企業情報ネットワークの展開」

第5回 「国際化 とネットワーク」

第6回 「パソコン通信か らハイパーネットワー

クへ」

3.情 報化環境問題研究会の発足

今日の社会の中で,情 報化によるメ リットは実

に大 きな ものがあ ります。 しか し,そ の裏には情

報化の 「影」の部分としての社会的問題 も多 く,

潜在的な要素 として人間の人格形成や社会的行動

にひずみを生 じる危険性なども指摘 されています。

このような状況を踏まえ,個 人 とその集団 とし

ての社会にとって望ましい情報化環境 を設備す る

ことを目的に,平 成2年 度より3年 計画の調査研

究を開始しました。平成2年 度においては 「情報

化環境問題研究会」 を設け,特 に情報化社会に特

有な現象 として顕在化 してきたテクノス トレスや

シ ミュレーションを事例研究テーマに取 り上げて,

解決課題 を検討 しました。
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4.情 報 セキュ リテ ィ対 策室の開設

ウィルス,ハ ッカーな どの出現 に よ り,コ ン ピ

ュータ ・セキ ュ リテ ィの重 要性が再認識 され る中

で,情 報セ キ ュ リテ ィ対策室 が新 たに設置 され
,

従 来か ら行 って いたセキ ュ リテ ィ対 策 についての

調 査研究 を よ り充実 さたて い くことにな り,現 在,

情 報 セ キ ュ リテ ィ対策室 では 「バ ックア ップ シス

テムの研究」,「 リス ク分析手 法の開発」
,「 システ

ム監査 ・啓 蒙」 について活発 な活 動 を行 ってい ま

す。

5.情 報化白書1991年 版の編集

1967年 より毎年発行されている情報化白書」(1987

年版より 「コンピュータ白書」から改題)の1991年

版を現在編集中です。1991年 版では,「情報化の広

が り一産業そして個人へ一」 をテーマに,

① 社会 ・生活の情報化

② 産業の情報化

③ 地域の情報化

④ 技術革新

⑤ 情報化の影

を切 り口に,そ れぞれ個人 との関わ りについてま

とめます。発行は5月 中旬の予定。

6.国 際 交流 調査団 ・訪 問者の受入

国際交流 の一環 と して,海 外 か らの調査 団 ・訪

問者 の受入 を行 ってい ます が,最 近 の主 な受 け入

れ状況 は下記の とお りです。

12月5日 イ ギ リスPREST(Programmeof

PolicyResearchinEngineeri㎎Sci-

enceTechlogy)よ り3名

12月10日 大 韓民 国 韓国科学技術 院韓国科学技

術研究院 よ り4名

2月5日 中華 民国資訊 訪問団 よ り23名

3月13日 中華 人民共和 国 訪 日研修団 よ り11名

3月22日

3月28日

イギ リスDTI(イ ギ リス貿易産業 省)

よ り1名

シ ンガポールNCB(国 家 コン ピュー

ター庁)よ り1名

開発研究室

1.エ キスパー トシステム評価ガイ ドラインの研

究開発

開発 されたエキスパー トシステムの正当性や信

頼性等 を技術的観点か ら評価を行 うためのガイ ド

ラインを昭和63年 度から3年 計画で作成 しました。

実施に当たっては,「エキスパートシステム評価ガ

イ ドライン研究委員会(委 員長 寺野隆雄 筑波大

学大学院講師)」 を設けて委員会活動,海 外調査,

内外の学会での発表等の方法によ り行いました。

ガイドラインは,評 価項 目として340の点検項 目・

測定項目を作成 し,こ れをシステムのライフサイ

クル別,利 用形態別,問 題のタイプ別(設計,計 画,

解釈,診 断,制 御,複 合)の各視点別に点検項目 ・

測定項目を設定 しました。このガイ ドラインにつ

いては,実 際のエキスパー トシステム4シ ステム

に適用してガイ ドライン自体の評価 を行いました。

また,平 成3年2月27日(水)に 「エキスパー ト

システム評価 シンポジウム」を東京で開催 し,本

ガイドラインを公表 しました。

場 所:機 械振興会館B2ホ ール(東 京都港区)

参加者:187名

内 容:エ キスパー トシステム評価 ガイ ドラ'イン

総合報告

寺野 隆雄(筑 波大学大学院)

ガイ ドラインの使い方

末田 直道(㈱ 東芝)

エキスパー トシステムの評価 とソフ トウ一
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エアの評価

玉井 哲雄(筑 波大学大学院)

パネル討論

エ キスパー トシステムの評

価 はい かにあ るべ きか 一

2.CASEに 関 す る調 査研 究

近 年,高 機能 ワー クステニ シ ョンの低廉 化,ソ

フ トウ ェア工学 の発 展 によ り,ソ フ トウ ェア開発

作 業 をコン ピュータを用 いて半 自動的 に行 お うと

い う研究 が活発 にな り,そ れ らはCASE(Comput-

er-AidedSoftwareEngineering)ツ ー ルとして実

現 されて きま した。 また,CASEは,当 初 の構造

化分析 ・設計(SA/SD)ツ ールか ら発展 して,プ

ロジ ェク ト管理等 システ ム開発全般 を支援す る も

の まで含 め るよ うにな って きてお り,ッ ール イン

テ グレー シ ョン リポ ジ トリ等 の技 術が極 めて重要

になって きてい ます。更 に,次 世代CASEと して

知 的CASE,リ エ ンジニ ア リングツール等への期

待 も高 まって きてい ます。

本 調査研究 は,CASEに 関 し,技 術 的動向 およ

び利用状況 を取 りまとめ ることを目的に,平 成元

年度か ら2年 計画 で 「CASEに 関 す る調査研究委

員会(委 員長 原田 実 青山学院大学理 工学 部助

教授)」 を設置 して行 いま した。 オブジ ェク ト指向

方法論,ク ロスライ フサ イ クルツー ル,リ ポ ジ ト

リ,リ エ ンジニ ア リング,知 的CASEの 技 術動向

やCASEの 導 入 ・利用方法等 について幅広 く検討

を行い ま した。 その結果,リ エ ンジニア リング ・

知 的CASEツ ー ルの開発 には,シ ステム開発 の知

識 の集積 が必要 な こ と,リ ポジ トリとして はオ ブ

ジ ェク ト指 向が有効 であ るこ と等 が明確 にな りま

した。

こ うした活動 と併せ て現状 におけ るツール利 用

の状況 や今 後の動 向 を調べ るため にCASEツ ール

の利 用動 向等 に関す る調査(発 送 数:1,324件

回収数:246件)やCASEツ ールの試用を実施 し,

わが国におけるCASE導 入 ・利用方法の検討資料

としました。

海外 におけるCASEの 最新技術動向調査では調

査員を欧米に派遣 し,CASE関 連会議への出席,

大学,先 進研究機関の訪問やEspritプ ロジェクト,

Eurekaフ 。ロジェクトの研究者 とソフトウェア開発

環境に関する意見交換等 を行いました。その結果,

CASEの 導入は,多 額の投資 とエンジニアの再教

育が必要であるとの指摘があ りました。

なお,こ れ らの調査研究成果は 「CASEに 関す

る調査研究報告書」 として取 りまとめました。

新技術調査研究室

新情報処理技術国際シンポジウム'91(NlPT'91)開

催報告

当協会では,通 商産業省のご指導 により平成元

年度から2年 間にわたって 「新情報処理技術に関

す る総合的調査研究」を行 ってきました。

この調査研究では,従 来の情報処理技術の限界

をブレークスルーし,よ り人間に近い情報処理を

実現する革新的な技術を目指 しており,現 在まで

に200人以上 もの学際的な多数の研究者の参加を得

て技術 シーズ ・社会ニーズの両面から検討 してき

ました。 また,こ のテーマは近い将来,現 在進行

中の第五世代コンピュータプロジェク トの次の国

際協調によるビッグプロジェクトに発展す る可能

性 もあ ります。

そこでこのたび,本 調査研究の一環 として,通

商産業省の後援により 「新情報技術国際シンポジ

ウム'91(NIPT'91)」 を開催 し,2年 間の調査研

究の成果を発表するとともに,内 外の著名な研究

者の方々をお招 きし,新 しい情報処理技術 につい
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ての講演,パ ネル討論等を実施 しましたので実施

概要をご報告します。

L日 時:平 成3年3月13日(水)一 一14日(木)

2.場所:新 高輪 プリンスホテル国際館パ ミール

3.参加人数:400名(海 外か らの参加者含む)

4.プ ログラム概要:

第1日:3月13日

基調講演 「新情報処理技術の実現に向けて」

石井 威望

(新情報処理技術調査研究委員会委員長)

特別講演 「物理学における対称原理」

TsungDaoLee

(米,ColumbiaUniversity)

調査研究報告 「21世紀の情報化社会」

佐々木 正

(シャープ㈱ 社会応用分科会長)

「脳が語 る新 しい計算原理」

鈴木 良次

(東京大学 基礎研究分科会長)

「新 しい情報処理技術の展望」

甘利 俊一

(東京大学 計算機科学分科会長)

パネルデ ィスカッション

「21世紀のコンピューテ ィングを目指 して」

第2日:3月14日

基礎研究 「大脳 連合野 と認知機 能」

酒 田 英夫

(日本大学)

「ス キーマ ト ニューラルネ ッ トワ

ー ク:脳 モデルか ら協 調計算へ」

MichaelA.Arbib

(米,Univ.ofSouthernCalifornia)

統合型コンピューティング

「新 しい情報処理の世界一 期待 と課題一 」

田中 英彦

(東 京 大学)

「超並 列 シス テムにお けるプ ログラ ミン グモデ

ル」

WolfgangGiloi

(独,GMD)

光 コ ンピュータ ・デバ イス

「超 高速 ・超並 列光情報処理 及 び伝送」

大 越 孝敬

(東京大学)

「光技術 と電 子技術 の発展 的 な相互 関係性」

AlanHuang

(米,AT&TBellLas.,Hoimdel)

AI振 興 セ ン タ ー

1.Al機 器等共同利用センターの運営

AI機 器等の共同利用センター 「AIオープンハウ

ス」を運営 し,ユ ーザやソフ トウェアハウスを対

象 に利用技法,機 能評価等の利用に供 しました。

本年度は,AI機 器等の利用者70名,講 習会等参加

者91名,見 学者83名,合 計244名 でした。

ILAlの 技術と市場の動向に関する調査研究

わが国におけるAI利 用の現状 と将来方向および

AI技 術動向を調査 しました。

①AI利 用動向

国内の主要産業におけるAIシ ステムの導入およ

び利用の状況についてアンケー ト調査を行いまし

た。1

また,主 要産業におけるAIの 利用展望について,

電気,化 学,運 輸,流 通の4業 種を取 り上 げ各業

種におけるAI利 用の状況,製 造から物流,流 通 ま

での流れの中でのAI利 用の構想を描き出しました。

②AI技 術動向一
し
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昨年7月 のAAAI(米 国人工知能学会)会 議 を中

心として内外の研究動向を調査 しました。また,

ハイライ ト技術 として 「大規模知識ベース(VLK

B)」 を取 り上げ,デ ータベースおよび知識ベース

の現状 と動向,要 素技術の動向,波 及効果 と応用,

研究開発課題等について取 りまとめました。

III.知 的 ハ イパ ーテキ ス トに関す る調査研 究

知的 ハ イパ ーテキス ト開発の方法 論 と開発 に必

要 な開発環 境 な どを まとめ た知 的ハ イパ ーテキ ス

ト応 用 ガイ ドラインを作成す るとと もに,知 的ハ

イパ テキ ス ト研究 開発計画 の策 定 を行 いま した。

① ハ イパ ーテキ ス トおよび応 用 システ ムの動向調

査

国内外 で研究開発 されてい るCSCW(Computer

SupPOrtedCooperativeWork),ウ ィン ドウシス

テム,オ ブジ ェク ト指 向 デー タベ ース(OODB)な

どの技術 動向 および アイデア ・プロセ ッサ技術,

統 合 化技術 な どを中心 としたハ イパ ーテキ ス ト技

術 とその応用 システムの動 向 につ いて調 査 しま し

た。

② 知 的ハ イパ ーテキス ト技術 の応 用 ガイ ドラ イン

の作成

応 用 ガイ ドラインを盛 り込 むべ き項 目の検 討 を

行 うと ともに,研 究開発 されてい るハイパ ーテキ

ス ト応用 システムにつ いて,開 発 の進 め方,使 用

したオーサ リング ・ツー ル,開 発 上の トラブルに

つ いて ヒア リングお よび討議 を行 い ま した。

③知 的ハ イパー テキ ス ト研究 開発計画 の策定

上記 の調査結 果 を分析 す ると ともに,北 海道大

学 で研 究開発 され てい るIntelligentPADを1つ

の例 として,知 的 ハ イパ ーテキス トの コンセ プ ト

を検討 しました。

W.AIに 関する普及啓蒙

①AIツ ール説明会の開催

「AIオープンハウス」 に設置 されているAIツ ー

ルについて機能や操作方法等 を講義 とデモンス ト

レーションによ り説明す るもので,12種 について

延べ12回 開催 した参加者の合計は40名 でした。

②公設機関対象AIツ ール説明会の開催

中小企業へのAIの 普及 を図るため都道府県庁お

よび公設試験研究機関職員を対象としたAIツ ール

説明会 を2日 間実施しました。参加者は6機 関か

ら合計8名 でした。

③人工知能(AI)入 門基礎講座の開催

AIセ ンター会員等 を対象にAI基 礎知識 を解説

する 「AI入門基礎講座」を3回 開催 しました。参

加者は合計127名 で した。

④AI講 演会の開催

管理者 とビジネスマンのためのAI解 説シリーズ

として 「AI講演会」 を6回 開催 しました。参加者

は合計343名 でした。

⑤AI白 書の発行

わが国におけるAIの 実情を紹介する 「AI白書

1991一 人工知能の技術 と利用」 を昨年に引続 き発

行 しました。これは平成元年度人工知能の技術 と

市場に関す る動向調査報告書を主体に,AI関 連政

策,海 外動向等を加えました。

⑥AIセ ンターだよ りの作成等

AIセ ンターの活動紹介,登 録会員間の情報交流

等 を目的に 「AIセンターだよ り」15～18号 を作成

し会員等に配布 しました。

また,AIセ ンターの概要,AIオ ープンハウスの

紹介パンフレットを作成 し,展 示会等で配布 した

ほか,AIセ ンターの活動概要,第 五世代コンピュ

ータ開発 プロジェクト等についてのパネルおよび

ビデオを出展 しました。

⑦AIネ ットワーク(パソコン通信ネットワーク)の

運営
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AIセ ン ター登録会 員等の情報交流 を目的 に,パ

ソコン通信 「AIネ ッ トワーク」 を引続 き運営 しま

した。

フ ァジ ィ振囲 セ ンタ

準 備 室

フ ァジ ィ振 興セ ンター準備室 では,平 成3年 度

か ら実施 す るフ ァジ ィ技術 振興事業 に係 わ る各種

の準備 を行 ってい ますが,こ れに先駆 けて,「 ファ

ジ ィ技術 とその応用」 をテーマ とした講 演会 を開

催 しま した。

向股教授 によ りフ ァジ ィ集合,メ ンバ ーシ ップ

関数等 フ ァジ ィ理論 の考 え方 と応 用の現 状 につ い

て講演が行われ,松 本氏か らはファジィ制御技術

や交通,プ ラン ト,家 電製品へのファジィ技術応

用事例の解説が行われました。

当講演会の概略は以下の通 りであ り,当 日の参

加者は94名 で した。

1.日 時 平成3年2月28日(木)

13時10分 ～17時

2.場 所 中央大学駿河台記念会館

3.テ ーマと講師]

① 「ファジィ理論 とその応用」

向股 政男 氏(明 治大学教授)

② 「ファジィ技術の応用事例」

松本 邦顕 氏(日 立製作所部長)
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〈イベント名〉①開催日②開催場所③主な内容④主催団体間合せ先一
〈Al'91>①3/7/9--3/7/11② 東 京 流 通 セ ン

ター ・第1展 示場③AI,フ ァジー,ニ ューラル ネ

ッ トワークに関す る最新 のア プ リケー シ ョンか ら

ハ ー ド・ソ フ トを一堂 に集 め,ア ドバ ンス ト・コ

ン ピュー タに関す る技術 ・応 用例 な どの情報交換

取引拡 大 の場 を 目指 す。④ 日本経 済新 聞社eO3-

3252-8157

〈リスク&セ キュ リテ ィ ・マネ ジメン ト'91>①

3/7/9～3/7/11② 東 京流通 セ ンター ・第2展

示場③高度情報ネットワーク社会における安全性,

信頼性を確保するためのハー ドウェア ・ソフトウ

ェアを一堂に展示 し,現 代社会におけるセキ ュリ

テ ィの在 り方,対 応策を紹介する。④ 日本経済新

聞社nO3-3251-8157

〈システム監査講演会〉①3/9/18② 東京郵便貯

金 ホール③ システム監査に関す る講演,事 例発表

④EDPユ ーザー団体連合会nO3-3218-3205

〈書籍名〉①発行日②内容③発行者一
〈初心者のためのCAEに よる構造設計手引書〉

①2/10② これか らCAEを 勉強 したい方 を対象に,

代表的なモデルについてCAEに よる設計検討の手

順を示すとともに,活 用す るにあた り必要最小限

知ってお くべ き知識 を解説 している。③(財)大 阪

科学技術センター舎06-443-5321

これ らの情報は,各 団体より当協会に対 し情報提供のあった ものを掲載 しています。

一



近刊 ご案内

園田姶 回目1ggoξ ヨ悶
A4判

約430頁

定 価4,630[1]

【主な内割

総 論

1.」情報イヒ編

1部 産業における情報化

2部 個人 ・生活における情報化

3部 社会 ・行政における情報化

4部 地域における情報化

II.情 報産業編

1部 情報関連技術の進展

2部 コンピュータ産業

3部 情報サービス産業

4部 電気通信産業

A口[亀 目g釧

【本書の特長】

B5判

296頁

定 価5,500円(税 込)

(5月 中旬発刊予定)

(財)日本情報処理開発協会発行

III.環 境 ・基盤 整備編

1部 標 準化の動 向

2部 セキ ュ リテ ィ対策 と法制度

3部 人材 育成 の動 向

4部 ヒューマ ンイ ンタフェース

5部 情報 化関連 施策 の動 向

N.国 際 編

1部 情 報化の進展 と国際化

2部 アメ リカ

3部 ヨー ロ ッパ

4部 アジアNIES、 そ の他諸国

デー タ編

通商産業省機械情報産業局電子政策課監修
ICOT-JIPDECAIセ ンター編集

側)日本情報 処理 開発協会 発行

AI技 術の最近の動向を トレン ドマップで判 りやす く解説。 コンピュータユーザへの
AIセ ンター独 自のアンケー ト調査結果に基づ きAI利 用の実情を詳細に紹介

。
ハイライ ト技術は、知的CADと して設計業務へのAI利 用技術を詳説。AI言 語の内

外における標準化活動や知識技術者の育成 カリキュラム等の環境基盤整備を特集掲載。

1編 総論IV編 環境基盤整備

II編 わが国のAI利 用の動向V編 海外の動向

III編AI技 術の動向 資料編

売 元:コ ン ピ ュ ー タ ・エ ー ジ 社tro3-3581-・5201

平成3年4月 発行

jlPDECジ ャーナルN。175

発行人 ・照山正夫/編 集人 ・日高良治

◎1991

財団法人 日本情報処理開発協会
東京都港区芝公園3丁 目5番8号 機械振興会館内

郵便番 号105電 話03(3432)9384

※本誌送付宛先の変更等については当協会調査部普及振興課(03-・3432-9384)ま でご連絡下さい
。

●



通商産業省機械情報産業局監修

巨)90〔望呂 ロ9回 イ0ウ 民 田 霞{∋9コ 口[翼 自
通商産業 省策定 の 「コン ピュータ ウイルス対策 基準」

(官報告 示第139号)の 解 説書

1基 準の構成

① ユ ー ザ 基 準

大 型 汎 用 コ ン ピ ュ ー タ か ら パ ー ソ ナ ル コ ン ピ ュ ー タ ま で,全 て の ユ ー ザ を 対 象 と し て,ソ フ

ト ウ エ ア 管 理 ・運 用 管 理 お よ び ウ イ ル ス に 汚 染 さ れ た 場 合 の 事 後 対 応 の 観 点 か ら19項 目 の 基 準

を 定 め て い ま す 。

② シ ス テ ム 管 理 者 基 準

コ ン ピ ュ ー タ シ ス テ ム 管 理 者(様 々 な レ ベ ル に お け る ホ ス トの 管 理 者)を 対 象 と し て,ソ フ

ト ウ エ ア 管 理 ・運 用 管 理 ・ ネ ッ ト ワ ー ク管 理 お よ び 事 後 対 応 の 観 点 か ら27項 目 の 基 準 を 定 め て

い ま す 。

③ ソ フ トウ エ ア 開 発 管 理 者 基 準

ソ フ ト ウ エ ア 開 発 環 境 に お け る 管 理 責 任 者 を 対 象 と し て,開 発 環 境 管 理 ・製 品 管 理 お よ び 事

後 対 応 の 観 点 か ら13項 目 の 基 準 を 定 め て い ま す 。

皿 解 説 の 内 容

解 説 は,基 準 の1項 目 ご と に そ の 主旨,対 策 の ポ イ ン ト,具 体 例 ・そ の 他 と い う3つ の 観 点

に 統 一 し て,理 解 し や す く記 述 し て い ま す 。

① 基 準 の 主 旨

各 基 準 が な ぜ 設 定 さ れ た の か,そ の 理 由 や 背 景 を わ か り や す く説 明 し て い ま す 。

② 対 策 の ポ イ ン ト

当 該 基 準 に 対 し て 考 え られ る 対 策 の ポ イ ン ト を 箇 条 書 で 示 し て い ま す 。

③ 具 体 例 ・そ の 他

当 該 基 準 を 実 施 す る た め の 具 体 的 な 方 法 論 な ど,参 考 に な る と思 わ れ る情 報 を 収 録 し て い ま す 。

定 価:一 般2.200円 会 員1,800円(税 込 。 送 料 別 。)

lllllll|lllbllill川llstlllt川llltlllMlll川ll川lltlll川IMSIHIIIHIIIIIIHIIIIMIIIIIIIHMIIIIMIIIH|llM川1|lll|川Mllll|lll川1|lt川Mll|川llllilMllll川ll川HllllllMllliMlllltll

む 民 畢㊤ 巳三白ξり里リロ 認 全3冊

多 くの方 々か らご好評 をいただいて お ります本 シ リーズは,通 商産 業省 によ って昭和60年 に

「システ ム監 査 基準」 が公 表 され たの に伴 い,シ ステ ム監 査の重 要 性 を広 く認識 し,効 果的 に

システム監査 を実施 していただ くこ とを 目的 に編集 されて お ります。

システム監査基準解説書 システ ム監査基準,基 準の概要,基 準 の逐条解 説 および参考 資料 か

ら構成 されて お ります。 システ ム監査 を知 る上 での基本 の1冊 と言

えます。

システム監査Q&A110当 協 会が開設 した システ ム監査相談室 に寄せ られ た相談 内容 の中か

ら110項 目を選 び,シ ステム監査実施上 の様 々な問題点 に対 して ・Q

&A形 式 で回答 いた して お ります 。

システム監査実施 の手引 「情報 システ ムとシステ ム監査」「システム監査Q&A」 「事例 紹介」

の3部 構成 とな って お ります 。 これか らシステ ム監査 を実施 な さる

方,現 在 システ ム監査 を実施 して いる中で問題点 を抱 えて お困 りに

な って いる方 に最適 の書 。

定 価:各 一般2,900円 会 員2,300円(税 込。送料別 。)

お 申込 み:〒105東 京 都港区 芝公園3-5・-8(機 械 振 興会館 内)

財 団法 人 日本情報 処理開発協 会 調査部 普 及振興課

ttO3-432-・9384/FAXO3-432--9389
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